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序     文 
 

東ティモール共和国の唯一の公的高等教育機関である東ティモール国立大学には、国づくりを

担うべき技術系人材の育成の観点からインドネシア時代の旧東ティモール・ポリテクニックを母

体とした工学部が設置されました。しかし、教員が指導に十分な知識を有していないことや独立

に伴う 1999 年 8 月の直接投票後の混乱によって教育機関施設を含む物的インフラの 7 割以上が

破壊されて使用不可能であることから、教育の質が著しく低く、これまでに日本の無償資金協力

による機材供与や技術協力による専門家派遣、教員の長期研修（国費留学）等の支援が行われて

きました。 
さらに 2006 年 4 月から 2010 年 3 月には、JICA は同大学工学部の強化に不可欠な教員の能力向

上を目的とした「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」を実施し、工学部教員の知識・技

能の習得、修士号の取得を促しました。他方で、東ティモール国立大学工学部は教育の質の向上

をめざして現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制学士プログラムへの移行を計画しており、学

部・学科の組織としての管理運営体制の強化と、東ティモールの地域社会に貢献する実践的な調

査研究活動に基づくさらなる教育能力強化の必要性が確認されています。 
このような状況の下、東ティモール共和国政府は引き続きわが国に対して東ティモール国立大

学工学部への支援を要請し、2011 年 2 月より「東ティモール国立大学工学部能力向上プロジェク

ト」が 4 年間の計画で開始されました。 
本中間レビュー調査は、プロジェクトの中間地点として、プロジェクト目標や成果等の達成状

況や実施プロセスを確認するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性につい

て確認することを通じて、プロジェクト改善に役立てることを目的としています。本報告書は、

同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、さらには類似の他プロジ

ェクトに活用されることを期待しております。 
最後に、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いいたします。 
 
平成 26 年 3 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 戸田 隆夫 
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評価結果要約表 
１．案件の概要 

国 名：東ティモール共和国 
案件名：東ティモール共和国国立大学工学部能力向上プロジェ

クト 

分 野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA 人間開発部 協力金額：2 億 7,000 万円 

協力期間 
 

2011 年 2 月 1 日～

2015 年 1 月 31 日

（4 年間） 

先方関係機関： 
教育省（Ministry of Education：MOE） 
東ティモール国立大学工学部（Faculty of Engineering, Science 
and Technology, National University of Timor-Lorosa’e：UNTL）

日本側協力機関：長岡技術科学大学、山口大学、岐阜大学 

１－１ 協力の背景と概要 

2000 年 11 月に開校した東ティモール共和国（以下、「東ティモール」と記す）の唯一の公的

高等教育機関である東ティモール国立大学（UNTL）には、国づくりを担うべき技術系人材の

育成の観点からインドネシア時代の旧東ティモール・ポリテクニックを母体とした工学部が設

置されたが、教員が指導に十分な知識を有していないことや、独立に伴う 1999 年 8 月の直接投

票後の混乱によって教育機関施設を含む物的インフラの 7 割以上が破壊されて使用不可能であ

ることから、教育の質が著しく低く、これまでに日本の無償資金協力による機材供与や技術協

力による専門家派遣、教員の長期研修（国費留学）等の支援が行われた。 
さらに 2006 年 4 月から 2010 年 3 月には、JICA は UNTL 工学部の強化に不可欠な教員の能力

向上を目的とした「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」を実施し、UNTL 工学部教員

の知識・技能の習得、修士号の取得を促した。 
他方で、UNTL 工学部は教育の質の向上をめざして現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制

学士プログラムへの移行を計画しており、学部・学科の組織としての管理運営体制の強化と、

東ティモールの地域社会に貢献する実践的な調査研究活動に基づくさらなる教育能力強化の必

要性が確認されている。 
また、2010 年の国家優先課題（National Priorities）や現在策定中の戦略的開発計画（Strategic 

Development Plan：SDP）において、人材開発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づけら

れているように、特に高等教育分野では市場ニーズに対応した高度技術者の育成のニーズは高

く、UNTL は、国のリーダーとなり得る人材育成の拠点として当該国の経済社会の発展に貢献

することが期待されている。 
このような状況下、東ティモール政府から引き続きわが国に対して UNTL 工学部への支援の

要請があった。こうして技術協力プロジェクト「東ティモール国立大学工学部能力向上プロジ

ェクト」が 2011 年 2 月より 4 年間の計画で開始され、教育・研究・学部運営における 3 つの目

標を設定した。 
今般、技術協力プロジェクトの開始から 2 年を経過したところで、本プロジェクトの目標及

び各成果の達成状況を確認するととともに、現状の課題とプロジェクトの残りの期間での活動

の報告性について確認し、合同評価報告書として UNTL 側と合意することを目的とした調査を

行った。 
 
１－２ 協力内容（中間レビュー時点） 

（1）上位目標： 
工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。 



 

ii 

（2）プロジェクト目標： 
工学部が適切な管理運営の下で質の高い教育を提供する。 

 
（3）成果（アウトプット） 

成果 1：工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 
成果 2：実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 
成果 3：学部の管理体制が改善される。 

 
（注）本プロジェクトでは、工学部 5 学科のうち、3 学科（機械工学、土木工学、電

気・電子工学）を対象としている。 
 
１－３ 投入（中間レビュー時点） 

（1）日本側：総投入額  1 億 8,200 万円 
1）専門家派遣：15 名 

派遣分野（長期専門家）：調整員（2 名） 
派遣分野（短期専門家）：チーフアドバイザー1 名・支援大学より各専門分野派遣 12

名（13 名） 
 

2）研修員受入れ：長期研修 2 名、短期研修 12 名 
 

3）第三国専門家： 
インドネシアバンドン工科大学 1 名 5 回、スラバヤ工科大学 3 名と 2 名の 2 回派遣 

 
4）機材供与実績： 

現地調達〔10 万 7,805.25 ドル（$）〕、供与機材（5,048 万 7,860 円）、携行機材（1,166
万 4,880 円） 

 
5）現地活動費：合計 15 万 364.36$ 

 
（2）東ティモール側 

1）カウンターパート：合計 84 名（学長、学部長、3 学科教員、アドミニススタッフ） 
2）専門家の執務等：執務スペース、家具、水道・光熱費等 
3）事業運営費： 

1,892 万 3,400IDR と 6,140$（スラバヤ工科大学教員派遣の一部費用） 

２．評価帳査団員の概要 

団 員 
 

団長・総括 田中 努 JICA 人間開発部 高等・技術教育課長 
高等教育 角田 学 JICA 国際協力専門員 
機械工学 田辺 郁男 長岡技術科学大学 
土木工学 関根 雅彦 山口大学 
電気・電子工学 吉田 弘樹 岐阜大学 
協力企画 三輪 開人 JICA 人間開発部 高等・技術教育課 
評価分析 荻野 有子 コーエイ総合研究所 

調査期間 2013 年 4 月 1 日（月）～2013 年 4 月 5 日（金） 評価の種類：中間レビュー 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果（アウトプット） 
1）成果 1：工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 

4 年制学士プログラム（The 4-year bachelor program：S1 program）は、予定どおり 2012
年より開始され、プロジェクトを通じて改善されたカリキュラムに即して実施されてい

るが、ポルトガル制度準拠など、今後変更の可能性があることに留意する必要がある（指

標 1－1）。シラバス・講義ノート・実験実習書等については整備を進めているところで

あるが、さらに促進される必要がある（指標 1－2、1－4）。4 年制学士プログラムはまだ

開始間もないため、カリキュラム等のレビューを実施する段階にないが、ファカルティ・

ディベロップメント委員会（Faculty Development Committee：FDC）については、現在機

能していないため活性化を促進する必要がある（指標 1－3）。 
 

2）成果 2：実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 
4 年制学士プログラムの下で実践的な調査・研究活動に基づく卒業研究の指導が行え

るよう教員の能力強化が進展しているが、当初計画の変更に伴い、4 年制学士プログラ

ムの下で卒業研究が開始されるのは、プロジェクト期間終了後の 2015 年以降である。よ

って、現行指標は不適切であるとともに、成果 2 を達成するためには、プロジェクト期

間の延長を検討する必要がある（指標 2－1、2－2）。 
 

3）成果 3：学部の管理体制が改善される。 
活動計画の達成度は確認できず（指標 3－1）、学部管理検討委員会も組織されていな

いため、定期的レビューは実施されていない（指標 3－2）。それら指標の達成状況以前

に、成果 3 については、PDM に記載されている言葉の定義や活動内容をまず明確にし、

本成果において何を達成すべきか、全関係者が共通認識をもち、具体的な活動計画を立

てることが必要である。なお、UNTL 側は、運営指導調査の指摘に迅速に対応し、内部

規定のドラフトを作成するなど、管理体制改善の動きはある。 
 
（2）プロジェクト目標 

プロジェクト目標：工学部が適切な管理運営の下で質の高い教育を提供する。 
プロジェクト終了の 2015 年 1 月までに、3 つの成果（アウトプット）を通じて一定程度

は達成されると見込まれるが、4年制学士プログラムの第 1期生の卒業研究指導開始は 2015
年以降となるため、プロジェクト期間中に同プログラムの全サイクルは完了することがで

きない。よって、プロジェクト目標は、達成できない部分が残ることが既に明らかである。

なお、「教育内容」の満足度（指標 1）、「卒業率」（指標 2）については、定義の明確化、指

標としての妥当性並びにデータ取得方法等について検討を要する。「授業評価」（指標 3）
については、プロジェクト主導ではあるが、定期的に実施されており、教育の質改善に役

立てられている。 
 
３－２ 評価５項目に基づく評価結果 

（1）妥当性 
妥当性は総じて高い。プロジェクトは、東ティモールの戦略的開発計画（Strategic 

Development Plan：SDP 2011-2030）における高等教育政策と合致しており、産業人材育成

支援を重点分野と定めた日本の開発援助政策との整合性も高い。唯一の国立大学であり、

最高学府である東ティモール国立大学（UNTL）を対象に、日本が比較優位をもっている
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工学部を支援とすることは適切である。また、工学部 5 学科のうち、情報工学科、地質石

油工学科はポルトガル共和国（以下、「ポルトガル」と記す）による支援があったため、そ

の 2 つを除いた 3 学科をターゲットとしたことも適切である。ただし、プロジェクトデザ

インについては、3 年制学士プログラムから学生が転入することを前提としていた当初計

画に変更が生じ、転入制度はなくなったため、プロジェクト期間中に 4 年制学士プログラ

ムの卒業研究指導はできなくなった。よって、当初目的を達成するうえではプロジェクト

期間の見直しを提案するとともに、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）も全体的な修正が必要である。 

 
（2）有効性 

プロジェクト目標は対象 3 学科の 4 年制学士プログラムにおいて質の高い教育を提供す

ることであるが、4 年制プログラムの卒業研究指導は 2015 年以降であることから積み残し

が出るため、現行期間内にプロジェクト目標を達成することは不可能である。 
 
（3）効率性 

先行プロジェクトの教訓を生かし、高い効率性を保持・発現する工夫がなされているも

のの、①FDC や学部管理運営委員会が機能していないこと、②教員の退職・転職、③機材

供与の遅延、④成果 3 の活動・目標が不明瞭であることなどが効率性を阻害している。特

に、①、③、④については対策を講ずる必要がある（②はプロジェクトの対応範囲外）。な

かでも、③機材供与の遅延は、研究活動の進捗と質に大きな影響を及ぼす要因となってい

る。 
 
（4）インパクト 

上位目標：工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。 
人材輩出に係る「規模（人数）面」については、現在の年間 200 名規模の 4 年制学士プ

ログラムへの入学者が継続すると想定されるため達成見込みは高いが、一方で、現行の登

録・非登録数動向に照らすと、必ずしも楽観はできない状況もある。また、目標値（600
名）は、当初 5 期以上の卒業生の輩出が見込まれることを前提に設定された数値であるこ

とから、見直しも必要である（指標 1）。「貢献」を示す「就職率」については、現状では

整備されていないことから、データ取得の可否も含め、要検討である（指標 2）。 
 
（5）持続性 

1）政策面 
「妥当性」の項で既述のとおり、高等教育政策並びに同政策における UNTL の重要な

位置づけといった政策環境は継続するとみられる。よって、UNTL における研究活動促

進、学位取得推進も継続すると見込まれる。 
 

2）財政面 
本調査では、予算面での詳細な情報は入手できなかったため、部分的な情報を得たに

とどまる。まず、研究助成金制度は現在あるが、実質的に機能していないため、これが

機能することが期待される。大学から学部レベルに権限移譲されて予算が振り分けられ

ることにより、より学部のニーズに応じた予算執行が期待される。 
 

3）組織面 
FDC は機能しておらず、学部運営委員も組織化されていないため、組織面での持続性
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に向けた強化が求められる。授業評価の継続実施も期待されるが、現在はプロジェクト

主導で行っているおり、FDC が機能していないことなどから、プロジェクト終了後の継

続のための取り組みが必要である。 
 

4）人員面 
本プロジェクトの支援対象 3 学科内の大多数（7 割程度）の教員はプロジェクト活動

に参画しており、マネジメントレベルのローテーション後も、特段の問題はないものと

みられる。 
 

5）技術面 
日本で修士号を取得した教員は、その経験を生かして学生への研究指導を行っており、

今後もそれは継続されると思われる。また、UNTL の方針から留学により、高位学位取

得も順調に進んでおり、今後毎年数名程度の教員が修士号を取得する見込みである。 
 

6）機材維持管理面 
機材インベントリーが作成されたとの報告があり、これは維持管理体制構築に向けた

良い兆候であるとともに、維持管理予算が配分されれば、ある程度は適切に行われるこ

とが予想される。ただし、技術的に困難なものについては、工学部での対応は難しいこ

とも見込まれる。特に、現地調達が難しいことから、多くの機材が本邦機材の調達にな

らざるを得ず、スペアパーツ・修理等も含め、機材の維持管理については将来的な取り

組みが必要である。また、先行プロジェクトで供与した機材について、使い方が分から

ないために活用されていない機材が少なからずある点については、機材の活用を推進す

べく、プロジェクトとして再研修の実施を検討することが望まれる。また、実験実習書

の作成を推進することも必要である。 
 
３－３ 効果発現に対する貢献要因並びに問題を惹起し得る要因 

（1）貢献要因 
1）計画に関すること 

特になし 
 
2）実施プロセスに関すること 
・ UNTL が大学改革の一環として、給与・服務規程の制定を行っており、教員給料増

加や、ダブルワークの禁止などにより、教員のモチベーション向上や勤務状況の改

善が見込まれる。 
・ UNTL では高学位取得や研究活動の促進を行っていることから、これらがプロジェ

クト活動の追い風になると考えられる。 
・ 運営指導調査における指摘を受け、タスクフォースが組織され、学部内部規定のド

ラフトを作成するなど迅速な対応がなされた。今後は、大学の規定に即して改定・

修正する必要があるが、内部規定の制定により学部運営が効率的・効果的になされ

ることが期待される。 
・ 持続性発現に資する要因として、将来的には本邦支援大学との覚書（Memorandum of 

Understanding：MOU）締結や、個人的な師弟関係の継続などが期待できる。 
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（2）問題を惹起し得る要因 
1）計画に関すること 
・ 本プロジェクトデザインは、当初計画における 3 年制学士プログラムの学生が 4 年

制学士プログラムへ移行するという前提が基礎となって、プロジェクト期間、活動、

指標、目標等が設定されているが、その前提に変化があったため、プロジェクトデ

ザイン全体に影響を及ぼしている。 
・ 事前評価におけるデータを用いたマネジメントの推進については、活動として含ま

れていないが、現在もデータ整備の必要性は高い（例：卒業率、休学・退学状況等

含む）。 
・ PDM の記載内容について、「誰が何をいつまでにどうするのか」という具体性に不

明な点があること、また、和訳と英訳の整合性も問題があることが、プロジェクト

活動の不明瞭さ（特に成果 3）に影響した可能性がある。 
 

2）実施プロセスに関すること 
・ 最も大きな問題は機材調達の遅れである。その背景には、連絡体制の不備に起因す

る手続き上の遅延と、研究機材調達に係る根本的な課題に起因するものとがある。

機材調達の問題が研究活動の進捗とその質に大きな影響を及ぼしており、また、そ

のフォローのために、プロジェクト専門家がかなりの労力を割かねばならない状況

も生まれているなど、効率性・有効性を阻害する要因となっている。 
・ キャリア・レジーム（キャリア規程）によれば、各教員は最大 3 科目を担当するこ

とになっている。しかし、修士号取得教員は講義（理論）を担当することができる

が、学科によっては修士号取得教員数が不足しているため、教員間における労働負

荷のギャップが生じている。 
・ キャリア・レジーム（キャリア規程）による待遇改善があり、修士保持者を優遇し

たが、学士保持者に対する待遇がほとんど改善されず、不満をもつ教員が出てきた

ことが挙げられる。 
・ UNTL のスラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh Nopember：ITS）に対する支

払い問題（支払いの滞り）により、ITS 教員による集中講義が中止されたままにな

っている。 
・ 休校日が多すぎること及び教員の勤務日数と時間が短いことが挙げられる。 

 
３－４ 結 論 

結論として、プロジェクトはおおむね堅実に進捗している。プロジェクトは、東ティモール

並びに UNTL の政策・ニーズに整合しており、3 学科、4 年制学士プログラムを対象とし、教

育、研究、学部運営の 3 つの観点から工学部の能力強化を行うアプローチは適切であり、妥当

性は高い。他方、いくつかの課題が存在する。まず、プロジェクト期間については、当初目的

を達成するためには延長の可否を検討する必要がある。ほかにも、ファカルティ・ディベロッ

プメント委員会（FDC）、機材調達、4 年制学士プログラムの卒業研究（プロジェクト終了後に

なる）、成果 3 に係る活動全般の面でも課題が存在する。加えて、PDM は関係者全員で詳細に

見直しを行い修正する必要がある。 
 
３－５ 提 言 

プロジェクト実施期間終了までにプロジェクト目標を達成するために、今後の活動において

以下を提言する。 
（1）ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）の機能活性化 
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（2）全教員に対する研究活動の促進 
（3）年間活動計画に基づいた学部・学科の定期ミーティングの実施 
（4）長期的視野に基づくスタッフ育成の実施 
（5）工学部全体を視野に入れたビジョン・ミッションの策定 
（6）キャンパス環境の改善 
（7）4 年制学士プログラムへの移行に基づく PDM の遂行 
（8）PDM 達成に向けた学科レベルでの指標設定と遂行 
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The Summary of Mid Term Review 
1. Outline of the Project 

Country ： Democratic Republic of 
Timor-Leste 

Project title：Project for Capacity Development of the Faculty of 
Engineering, Science and Technology, the National University of 
Timor-Lorosa'e  

Issue/Sector：Higher Education Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge：Higher Education 
Division, JICA  

Total cost (at the time of evaluation study)：270 million yen 

Period of 
Cooperation 

1 February 2011 – 31 
January 2015 (4 years) 
 

Partner Country’s Implementing Organization： 
Ministry of Education, 
Faculty of Engineering, Science and Technology, National 
University of Timor-Lorosa’ 

Supporting Organization in Japan：Nagaoka University of 
Technology, Yamaguchi University, Gifu University  

1-1  Background of the Project 
 According to the National Priorities 2010, human capital development and infrastructure development 
are one of the top priorities for stable social and economic development in Timor-Leste. Also, Strategic 
Development Plan 2011- 2030 identifies “shortage of skilled human resources” as the current challenges, 
and features on nurturing high-skilled human resources who can lead the country at National University 
of Timor-Leste (UNTL). Corresponding to this, the Ministry of Education aims to train competent 
engineers who can respond to the labor market needs through establishment of Polytechnics, and also 
expect the Faculty of Engineering, the National University of Timor-Leste to be a center of excellence in 
engineering education. 

JICA had cooperated to Faculty of Engineering, UNTL for capacity development of its teaching staff 
for 4 years, since April 1, 2006 to March 31, 2010 in the technical cooperation project “Capacity 
Development for Teaching Staff in Faculty of Engineering, National University of Timor-Leste 
(CADETES project)”,  As a result of cooperation, a certain level of achievements are shown in 
improvement of skills and knowledge of teaching staff, but still not completely satisfied, because of 
several difficulties, such as absence of some teaching staff for studying abroad, side-work and lack of 
equipments and facilities for lecture. 

In order to support strengthening to of education and research capacity of UNTL in the field of 
Engineering, JICA and UNTL agreed to implement “Project for Capacity Development of the Faculty of 
Engineering, Science and Technology, the National University of Timor-Leste (CADEFEST-UNTL)”. 
The Project applies 3 approaches to realize the goal：education; research, management. 
  As 2 years out of 4 years cooperation period has passed since its launch in February 2010, JICA has 
dispatched Mid Term Evaluation Team (the Team)to jointly review the progress of the Project. 
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1-2  Project Overview 
(1)Overall Goal 

The Faculty of Engineering, Science and Technology, UNTL (UNTL-FEST)produces high-skilled 
human resources who can contribute to the society.  

(2)Project Purpose 
The Faculty provides excellent education under appropriate management and operation.  

(3)Outputs 
1. Environment for conducting lectures and experiments in the Faculty is improved. 
2. Practical and research based final thesis is taught by teaching staff in the Faculty. 
3. Faculty management system is improved.  

＊It should be noted about the scope of the project. The direct target of cooperation is basically 3 
departments of Mechanical, Civil and Electrical & Electronic Engineering in UNTL-FEST. 
(4)Inputs (at the time of evaluation) 
Japanese side：Total cost  JPY 188 mil  

No. of long-term experts：2  No. of short-term experts：49   
No. of third country experts：6 No. of training participants in Japan：2 (long term), 13 (short 

term) 
Equipment： 
$107,805.25 (Local), ¥50,487,860 (JICA Handover equipment), ¥11,664,880 (Expert/JICA) 
Operational cost：$150,364.36                  
Timor-Leste Side 
No. of Counterparts：84     
Office and facilities：Office space with furniture, water & utilities 
Local cost：IDR18,923,400+$6,140  

2. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 

Team 

1. Mr. Tsutomu Tanaka, Team Leader, Director of Technical and Higher Education 
Division, Higher Education and Social security Group, Human Development 
Department, JICA Headquarter 

2. Dr. Manabu Tsunoda, Senior Advisor for Higher Education, Human Development 
Department, JICA Headquarter 

3. Prof. Ikuo Tanabe, Mechanical Engineering, Nagaoka University of Technology 
4. Prof. Masahiko Sekine, Civil Engineering, Yamaguchi University 
5. Dr. Hiroki Yoshida, Electrical and Electronic Engineering, Gifu University 
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Period of 
Evaluation 

1st  - 5th  April 2013 (Mon.-Fri.) Type of Evaluation：Mid Term Review 

3. Results of Evaluation 

3-1 Project Performance 
(1)Output 
Output 1：Environment for conducting lectures and experiments in the Faculty is improved. 
The 4-year bachelor program (S1 Program)was commenced in 2012 as scheduled following the 
curriculum improved by the Project. The present curriculum may need to be revised in line with the 
Portuguese system and others in the near future (Indicator 1-1). Improvement/preparation of syllabi, 
lecture notes and job sheets has been underway, which needs to be accelerated (Indicator 1-2, 1-4).  It is 
too early to review the curriculum and syllabi only just 1 year after the commencement of the S1 
Program, but Faculty Development Committee (FDC)currently not functioning needs to be activated 
(Indicator 1-3).  
 

Output 2：Practical and research based final thesis is taught by teaching staff in the Faculty. 
Capacity development of teaching staff has been progressing in view of teaching practical and research 
based final thesis of students in the S1 Program. However, the final thesis under S1 Program will start 
from 2015 after the end of the present project period due to the change of initial plan. Therefore, the 
indicators (2-1, 2-1)of Outputs 2 are no longer relevant and it is necessary to discuss about a possibility
of extension of the project duration in order to achieve the original target.   
 
Output 3：Faculty management system is improved. 
Achievement rate of action plan is not confirmed during the MTR (Indicator 3-1). The review of faculty 
management is not conducted as the faculty management committee is not organized (Indicator 3-2). 
First, clarification is necessary on definitions of terms and activities set in PDM in order to be agreed by 
all concerned on what to achieve in the Output 3, and to prepare roadmap/action plans. Draft of internal 
regulations is prepared by UNTL in prompt response to the recommendations by Advisory Mission from 
JICA, which is a good sign of improvement.  
 
(2)Project Purpose 
Project Purpose：The Faculty provides excellent education under appropriate management and 
operation. 
Project purpose is likely to be achieved to a certain extent by the end of the Project (January,
2015)through the achievements of 3 Outputs mentioned above, but it is already envisaged that the Project 
Purpose will not be fully achieved mainly due to the fact that S1 program will not be completed within 
the current project period. Regarding the attainment by indicator, definitions of the “students’ satisfaction 
on the education provided by the Faculty” (Indicator 1), “graduation rate” (Indicator 2)need to be 
clarified, and their relevance as an indicator as well as how to obtain the data needs to be discussed. As 
for class evaluation, it has been conducted regularly, although led by the Project, and contributed to the 
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improvement of educational quality (Indictor 3). 
 

3-2  Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
Relevance is considered to be high in many aspects, for example, in terms of consistency with national 
policies of Timore-Leste as described in the Strategic Development Plan 2011-2030. The Project is also 
in line with Japanese aid policy where the aim for infrastructure building including soft component and 
human resource development for industry is mentioned. Selection of the target institution, faculty and 
departments is also appropriate. UNTL is a sole public university and top university in the country. 
Japanese engineering education has a comparative advantage in the world, and it is valid to assist 
engineering faculty. It is also reasonable to select 3 departments as the other 2 departments, namely
Department of Informatics Engineering (IE)and Department of Geology and Petroleum Engineering
(GPE)are assisted by Portuguese. 

However, the project design needs to be re-examined. The project was initially developed based on the 
condition that transfer of D3 students to S1 Program was allowed, but this is no longer valid and existing. 
The final thesis of S1 Program will not be carried out during the present project period. It is therefore 
suggested that the present project duration should be extended if the Project Purpose originally targeted is 
to be achieved. At the same time, overall PDM needs to be revised.  

 
 (2) Effectiveness 
Effectiveness is not as high as initially expected because the Project Purpose is not likely to be fully 
achieved. This is mainly due to the fact that S1 Program will not be completed within the current project 
period. Project Purpose was set originally for the Faculty to be able to provide excellent education 
through the newly created S1 Program in the target 3 departments, but the teaching final thesis will start 
only from 2015.  
 
 (3) Efficiency 
Efficiency is considered to be fairly maintained in various aspects based on the lessons learned from the 
previous project and others. However, there are issues and constraining factors. They are 1)not 
functioning of FDC and not organizing the faculty management committee, 2)resignation/job hopping by 
teachers, 3)delay in procuring equipment, 4)unclear activities and targets set in the Output 3. Measures by 
the project need to be taken for all the factors except 2 which are out of project scope. In particular, 
3)delay in procuring equipment has caused/been causing serious effects on the progress of research 
activities as well as their quality.   
  
(4) Impact 
Regarding the prospect for achieving Overall Purpose, impact on the human resource development is 
considered to be high in terms of quantity (number of graduates)based on the assumption that 
approximately 200 enrolled students on an annual average will continue.  However, considering present 
trend and usual registration/non-registration practice of UNTL, it may not be fully optimistic about the 
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attainment of the target figures as well. In any case, the target figure (600)was initially set in view of 
5-years stock of graduates which is no longer valid due to the change in S1 Program as mentioned earlier, 
and therefore it needs to be revisited (Indicator 1). How to grasp graduates’ contribution to the society by 
way of employment rates of students and whether it is possible to gather the data also need to be 
discussed as tracking of graduated students is not currently conducted by UNTL (Indicator 2).  
 
(5) Sustainability 
1)Policy aspects  
As mentioned in the (1)Relevance, policy environment in the higher education including significant 
position of UNTL will be continuously favorable. Enhancement to research activity and promotion of 
obtaining higher degrees are expected to continue as well. 
2)Financial aspect 
Details of budget are not obtained during the MTR, and partial information is available. For example, 
research fund is established in UNTL but it is not functioning well. The budget system is decentralized
and it will be then possible to execute the budget based on the needs of faculty.  
3)Organizational aspect 
It is necessary to activate FDC and to organize the faculty management committee in order to make them 
function. Class evaluation should also be continued independently after the project period, but it is 
currently led by the Project and not by FDC. Sustainability issue of class evaluation needs to be attended 
as well. 
4)Personnel aspect 
Since a majority (70%)of lecturers of the 3 target departments are participating the project activities, the 
change of management personnel would not be a serious problem. 
5)Technical aspect 
Those who obtained master's degrees in Japan are able to guide student's final thesis with their
experiences in Japan and it is also expected to be continued after the project period. Obtaining higher 
degrees in overseas as a policy of UNTL has been and expected to continue every year steadily adding 
teaching staff with master’s degree in the target 3 departments. 
6)Maintenance and management of equipment  
The inventory of equipment was reportedly prepared, which is a good sign for the better management. 
Basic maintenance is expected to be done properly as long as the budget is secured. But it can be difficult 
for the faculty to treat some technical problems. Research equipment is basically procured from Japan 
due to a limited local procurement possibility and therefore maintenance including availability of spare 
parts and repairing skills is assumed to pose a future difficulty. Also, there seems to be quite some 
equipment which is not utilized due to insufficient knowledge on how to use them. They are mostly 
provided in the previous CADETES Project. In such situation, it is recommended to provide refresher 
training for a maximum utilization of equipment, and ensure to prepare the job sheets as well.  
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3-3  Factors contributing project progress 
(1)Factors related to planning 
No factors observed. 
 
(2)Factors related to implementation process 
 As part of the university reforms currently implemented in UNTL, UNTL has settled new regulation 

(Carrier Regime), increased salaries, banned double work etc. which are expected to contribute to the 
improved motivation and working habits of teachers.  

 UNTL, as part of university reforms, is promoting obtaining higher degrees and facilitating research
activities, which can be an advantage for the Project.  

 In prompt response to the recommendation from Advisory Mission, UNTL organized Task Force and 
prepared Internal regulations, which will be expected to serve to more efficient and effective faculty
management after finalizing the regulations in line with University level regulations.  

 MoU with Japanese Supporting University is expected in the future. Personal relationship between 
lecturer and Japanese professor is also expected to be maintained. 

 
3-4  Major Factors constraining project progress 
(1)Major factors related to planning 
 The Project was initially designed based on the condition that D3 students were able to transfer to S1 

Students, which is no longer valid and existing. Since all the elements such as project duration, activities, 
indicators, purposes etc. are developed based on the initial plan, the change in the S1 Program has an 
overall effect on the project design at moment.  

 Faculty management based on data, which was mentioned in the Ex-ante evaluation, is not included in 
the Project activities, but it needs to be included (eg. Graduation rates, leave of absence from school/ 
drop-out etc.) 

 PDM is not clearly presenting “who does what by when”, and there some inconsistencies between 
Japanese and English versions, which might have affected the lack of clarity of activities particularly in 
Output 3. 

 
(2)Major factors related to implementation process 
 The most serious factor affecting efficiency and effectiveness is regarded as delay in procuring 

equipment. It has caused/causing problems on progress of research activities and their quality as well. 
One background reason is procedural delays occurred by miscommunication/mismanagement and 
another is a genuine problem related to the procurement system of research equipment as a whole. In 
following –up with the delays, experts should devote their time and efforts as well.   

 According to “Carrier Regime”, each lecturer can teach up to 3 subjects. But the problem is that only S2 
holder (master degree)can teach theoretical class and some departments do not have sufficient staff who 
has S2 to cover all theoretical class. Because of this, the imbalance of work load among the teaching staff 
is observed.  

 New Carrier Regime was settled and master holder's treatment was improved, but the treatment to 
bachelor holders was almost same as before. Therefore, some lecturers are dissatisfied with their 
treatment. 

 Due to the problem with payment from UNTL to ITS, intensive lectures by ITS have been suspended. 
 In the UNTL calendar, there are too many holidays and shortage of working days and hours.   
 
3-5  Conclusions 
In conclusion, the Project is overall in steady progress. The Project is highly relevant with the policies as 
well as the needs of the country and UNTL. The Project is expected to strengthen the capacity of the 
Faculty from education, research and management aspects by mainly targeting S1 Program and 3 
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departments, which is an appropriate approach. However, there are some issues, of which major one is 
project duration which needs to be extended if the original project purpose is to be achieved. Other issues 
are observed in the areas of FDC, equipment, final thesis of S1 program (to be implemented after the 
project ends)and overall activities under Outputs 3. In addition, the present PDM needs to be re-examined 
thoroughly and modified in consultation among all the concerned. The key issues and recommendations 
are addressed in the following section in more details. 
 
3-6  Recommendations 
 In order to realize the Project Purpose by the end of Project Period, the Team recommend following as 
further actions to be taken; 
1. Activation of Faculty Development for Quality of Education 
2. Encouragement of Research Activities for all Teaching Staff of Possible Topics 
3. Systematic Management and Operation based on Regular Meetings at Department and Faculty Levels 
under Annual Action Plan 
4. Staff Development Plan (S1, S2, S3)with Long Term Strategy 
5. Clear Vision and Mission towards Attractiveness of FEST, UNTL 
6. Improvement Campus Environment  
7. The countermeasures of PDM contents responding to the change of the S1 Program  
8. Follow-up of Suggested Measures on PDM Activities of each Department 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 
１－１ プロジェクトの概要 

１－１－１ 背 景 
2000 年 11 月に開校した東ティモール共和国（以下、「東ティモール」と記す）の唯一の公的

高等教育機関である東ティモール国立大学（UNTL）には、国づくりを担うべき技術系人材の

育成の観点からインドネシア時代の旧東ティモール・ポリテクニックを母体とした工学部が設

置されたが、教員が指導に十分な知識を有していないことや、独立に伴う 1999 年 8 月の直接

投票後の混乱によって教育機関施設を含む物的インフラの 7 割以上が破壊されて使用不可能で

あることから、教育の質が著しく低下し、これまでに日本の無償資金協力による機材供与や技

術協力による専門家派遣、教員の長期研修（国費留学）等の支援が行われた。 
さらに 2006 年 4 月から 2010 年 3 月には、JICA は東ティモール国立大学（UNTL）工学部の

強化に不可欠な教員の能力向上を目的とした「東ティモール大学工学部支援プロジェクト」を

実施し、工学部教員の知識・技能の習得、修士号の取得を促した。 
他方で、UNTL 工学部は教育の質の向上をめざして現行の 3 年制学士プログラムから 4 年制

学士プログラムへの移行を計画しており、学部・学科の組織としての管理運営体制の強化と、

東ティモールの地域社会に貢献する実践的な調査研究活動に基づくさらなる教育能力の強化

が確認されている。 
また、2010 年の国家優先課題（National Priorities）や現在策定中の戦略的開発計画（Strategic 

Development Plan）において、人材開発はインフラ整備と並ぶ重点課題として位置づけられて

いるように、特に高等教育分野では市場ニーズに対応した高度技術者の育成のニーズは高く、

UNTL は、国のリーダーとなり得る人材育成の拠点として当該国の経済社会の発展に貢献する

ことが期待されている。 
このような状況下、東ティモール政府から引き続きわが国に対して UNTL 工学部への支援の

要請があった。こうして技術協力プロジェクト「東ティモール国立大学工学部能力向上プロジ

ェクト」が 2011 年 2 月より 4 年間の計画で開始され、教育・研究・学部運営における 3 つの

目標を設定した。 
今般、技術協力プロジェクトの開始から 2 年を経過したところで、本プロジェクトの目標及

び各成果の達成状況を確認するととともに、現状の課題とプロジェクトの残りの期間での活動

の報告性について確認し、合同評価報告書として UNTL 側と合意することを目的とした調査を

行った。 
 

１－１－２ プロジェクトの要約 
プロジェクトは、現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

（2011 年 2 月版）に基づき表－１のように要約される。詳細については、付属資料 1 合同評価

報告書 Annex- 0 参照。 
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表－１ プロジェクトの要約 

上位目標 工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。 

プロジェクト目標 工学部が適切な管理運営の下で質の高い教育を提供する。 

成果 1 工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 

成果 2 実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 

成果 3 学部の管理体制が改善される。 
注：上位目標はプロジェクト終了 3～5 年後に、プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成が期待される

目標 

 
なお、本プロジェクトのスコープは、原則 3 学科（機械工学、土木工学、電気・電子工学）

の 4 年制学士プログラム〔サルジャナ 1（Sarjana 1：S1）プログラム〕を対象としている。よ

って、PDM に基づき達成度を確認する際には、上位目標、プロジェクト目標、成果 1 における

「工学部」は原則 3 学科を、成果 1「授業」並びに成果 2「研究指導」は 4 年制学士プログラ

ムを対象としていることを前提としている。 
 

１－１－３ プロジェクトの体制 
（1）東ティモール側 

東ティモール側の実施機関は、東ティモール国立大学（UNTL）である。同大学は東テ

ィモール唯一の国立総合大学であり、本プロジェクトの対象となる工学部は 2000 年の開

校と同時に設置され、現在は土木工学科、電気・電子工学科、機械工学科、情報工学科の

4 学科から構成されている。 
他方で、工学部の教育資機材・インフラの 7 割以上が 1999 年の独立に伴う混乱の際に

破壊され、施設や機材が十分でないことに加え、教員の大半が 3 年制学士終了者であり、

教材や指導書も十分に整理されていないこと等から、インドネシアをはじめとした周辺諸

国と比べて教育・研究レベルが低いといわざるを得ない。今後、国づくりを担うべき技術

系人材の育成の拠点として UNTL が中心的役割を果たすためには、工学部のさらなる教

育・研究能力強化が課題といえる。 
 

（2）日本側 
本プロジェクトは、日本の国立大学法人である山口大学、岐阜大学、長岡技術科学大学

から国内支援大学としての協力を得ており、工学部 3 学科（土木工学科、電気・電子工学

科、機械工学科）に対する教授方法や教材整備、研究実施に係る技術指導、工学部の運営

体制強化のための指導・助言を行う専門家の派遣や、プロジェクト運営方針検討のための

協議等に参加を得ている。 
 
１－２ 中間レビュー調査の目的 

中間レビュー調査の主な目的は以下のとおりである。 
・ プロジェクトの実績を計画と比較して検証する。 
・ プロジェクトの実施プロセスを検証し、貢献・阻害要因を把握する。 
・ 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に即しプロジェクトを分析・
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評価する。 
・ PDM の変更も含めプロジェクト後半で取るべきアクションについて提言を行う。 

 
１－３ 合同評価チームのメンバー 

（1）東ティモール側 
No 氏 名 所 属 
1 風間 秀彦 チーフアドバイザー 
2 小松 謙一郎 業務調整専門家 
3 高橋 敦 業務調整専門家 

 
（2）日本側 

No 担当分野 氏 名 所 属 
1 団長・総括 田中 努 JICA 人間開発部 高等・技術教育課長 
2 高等教育 角田 学 JICA 国際協力専門員 
3 機械工学 田辺 郁男 長岡技術科学大学 
4 土木工学 関根 雅彦 山口大学 
5 電気・電子工学 吉田 弘樹 岐阜大学 
6 協力企画 三輪 開人 JICA 人間開発部 高等・技術教育課 
7 評価分析 荻野 有子 コーエイ総合研究所 

 
１－４ 調査日程 

本レビューの現地調査は、2013 年 4 月 1 日（月）から 4 月 5 日（金）の 5 日間にわたり実施さ

れた。日程の詳細は、付属資料 1 合同評価報告書 Annex-1 参照。 
調査結果については、2013 年 4 月 5 日（金）に開催されたプロジェクト合同調整委員会（Joint 

Coordination Committee：JCC）において報告のうえ、ミニッツ（Minutes of Meetings：M/M）とし

てプロジェクトの進捗、重要課題、提言を要約して署名した。また、現地調査後、合同評価報告

書（Joint Evaluation Report）を作成した（現地署名ミニッツは付属資料 2、合同評価報告書を含む

署名ミニッツは付属資料 1）。 
 
１－５ 評価の方法 

１－５－１ 評価の手順と手法 
中間レビュー調査チーム（以下、「チーム」と記す）は、以下（1）～（3）の手順で、PDM

に基づきプロジェクト開始当初から現在までのプロジェクトの実績と実施プロセスを、資料レ

ビュー、質問票、インタビュー等を通じて把握・分析し、評価 5 項目の観点から評価を行った。

評価の枠組みである評価グリッドは、付属資料 3 参照。 
 

（1）プロジェクトの実績 
プロジェクトの実績は、投入（インプット）、成果（アウトプット）、プロジェクト目標、

上位目標について計画並びに PDM 指標に即して検証した。中間レビュー調査であること

から、プロジェクト目標、上位目標については達成の見込みを検討した。 
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（2）実施プロセス 
実施プロセスは、プロジェクトが計画に即して実施されてきたのか、プロジェクトマネ

ジメントは適切であったかなどをレビューし、プロジェクトの実施プロセスに影響を与え

た貢献・阻害要因を把握した。 
 

（3）5 項目評価 
プロジェクトは、以下に説明する 5 項目の評価基準に基づいて分析・評価した。 

 
表－２ ５項目評価 

1. 妥当性 
（Relevance） 

妥当性は、プロジェクトの正当性や必要性を問う視点である。プロジ

ェクトの期待される効果（プロジェクト目標や上位目標等）は相手国

やターゲットグループのニーズに合致しているか、プロジェクトは問

題の解決方法として適切か、プロジェクトは政策との整合性があるか、

プロジェクトの戦略やアプローチは妥当かなどを評価する。 
2. 有効性 

（Effectiveness）
有効性は、成果とプロジェクト目標の関係を明確にしつつ、想定され

た対象者・社会に対してプロジェクトの実施により便益がもたらされ

るか/プロジェクトの目標がどの程度達成されるかを問う視点である。

3. 効率性 
（Efficiency） 

効率性はリソース・投入が成果（アウトプット）に転換されているか

を量・質・タイミングの観点から問う視点で、主としてプロジェクト・

コストと効果の関係に焦点をあてる。 
4. インパクト 

（Impact） 
インパクトは、プロジェクトの実施によって生じる長期的な視点の効

果を問う視点で、直接的・間接的、正・負、想定された・想定されな

かった効果を含む。 
5. 持続性 

（Sustainability）
持続性は、プロジェクトによる効果が支援終了後も持続され得るかを

問う視点で、政策/制度、組織、財政、技術面などの観点から検証する。

 
情報源は、既存の文献・各種報告書（国内支援委員会議事録、専門家報告書、活動実績

資料、教員アンケート結果集計、授業評価結果集計資料等）に加え、現地調査において、

評価ワークショップ、インタビュー調査等を実施し、必要な情報・データの収集を行った。 
 

１－５－２ 評価の制約・限界 
本中間レビュー現地調査は、短期間に精力的に実施されたものの、準備期間並びに現地調査

日数の制約により、いくつかの課題については調査が不十分のまま残った。事前の準備並びに

現地日程は、現実的な必要日数を確保することに加え、特に改善点として指摘されるのは以下

の点である。 
 

・ 評価ワークショップでは、各学科より PDM に即して進捗、課題等をまとめたマトリック

スを作成してもらい、課題の把握と今後のアクションプランを協議する予定であったが、

イースター休暇等時間的な制約並びに事前の準備不足もあって十分行うことができなか

った。最終的に各学科より短時間にまとめたドラフト（付属資料 1 合同評価報告書 Annex12
参照）が提出されたものの、本来は、各学科内で検討して作成するプロセスが重要であり、
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それを基に今後のアクションを関係者全体で具体的に議論する機会として本中間レビュ

ー調査を活用すべきであった。日本側調査団には、現地の日程も考慮し事前に必要な時間

を計算して、計画・調整することが求められる。 
・ C/P に対しては、インタビューは実施されたものの、質問票調査は行われず、時間的制約

から日本側インプットや技術移転/キャパシティ・ディベロップメントの手法並びに協力の

質に対する率直な意見を十分聞くことはできなかった。 
・ 成果 3 については、進捗促進を図る必要性が以前から認識されていることから、改善方法

について具体的に議論・合意できるような事前の準備（対処方針）がなされるべきであっ

た。 
・ 教員の外国語能力（英語とポルトガル語）が異なることから、英文のミニッツ等重要な文

書の議論・確認においては、C/P が事前に目を通せるよう必要な時間をとるとともに、状

況に応じ現地語等の通訳や要約翻訳等を行う可能性も含め、関係者間の共通理解を促進す

ることが望ましい。 
・ PDM の改訂については、プロジェクト期間延長に係る点を除き、十分な議論を行うことが

できなかった。本報告書では、PDM 改訂に係るポイントについては、適宜本文中にも指摘

したが、改訂の際には全体構造を再度検証のうえ、修正することが必要である。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 
２－１ 投 入 

東ティモール並びに日本側より、プロジェクト開始から中間レビュー時点（2011 年 2 月～2013
年 3 月）までの期間に行われた投入は以下のとおり。 
 

２－１－１ 日本側 
①日本人専門

家 
長期専門家：調整員として累計 2 名 
短期専門家：チーフアドバイザー1 名（14.5M/M）、 

支援大学より累計 15 名（3.9M/M） 
（詳細は付属資料 1 合同評価報告書 Annex 4） 

②研修員受入 長期研修（修士課程留学）：2 名（詳細は付属資料 1 合同評価報告書 Annex 5）
短期研修：12 名（詳細は付属資料 1 合同評価報告書 Annex 6） 

③第三国専門

家 
インドネシア・サトリオ客員教授（バンドン工科大学：Institut Teknologi 
Bandung：ITB）：ワークショップ 5 回（詳細は付属資料 1 合同評価報告書

Annex 7） 
インドネシア・スラバヤ工科大学1：第 1 回 3 名、第 2 回 2 名の教員派遣（詳

細は付属資料 1 合同評価報告書 Annex 8） 
④機材供与 研究機材等以下の金額相当が供与された。（詳細は付属資料 1 合同評価報告

書 Annex 9） 

 
Local 

現地調達機材

JICA Handover 
equipment 
供与機材 

Expert/JICA 
携行機材 

機械工学 $31,713.20 ¥14,741,600 ¥7,690,400
土木工学 $13,297.30 ¥27,099,260 ¥2,491,600
電気・電子工学 $35,240.75 ¥7,862,900 ¥1,168,390
工学部 $27,554.00 ¥784,100 ¥314,490

合 計 $107,805.25 ¥50,487,860 ¥11,664,880
  

 

⑤現地活動費 
（在外事業

強化費） 

合計 15 万 364.36$が、航空賃、旅費、業務契約、スタッフ以外への謝金報

酬、会議費、一般業務費として支出された。（詳細は付属資料 1 合同評価報

告書 Annex 10） 
 

２－１－２ 東ティモール側 
①カウンター

パート

（C/P） 

学部長（1 名）、機械工学（25 名）、土木工学（17 名）、電気・電子工学（16
名）の 3 学科の全教員並びにアドミニススタッフ（24 名）がカウンターパ

ートとして位置づけられている。詳細は付属資料 1 合同評価報告書 Annex 3
参照。このほか、プロジェクト・ディレクターは学長（1 名）である。 

②専門家の執

務室、什器

等 

キャンパス内の執務室、椅子、机、書棚、エアコン、水道、光熱費、セミ

ナー開催場所（教室）などが提供された。なお、執務室の状況は良好。 

                                                        
1 2011 年 3 月に覚書（MOU）を締結。MOU には、年 2 回、各 2 週間の集中講義に ITS 教員の派遣及び学術交流促進などが明

記されている。（出所：第 2 回国内支援委員会会議資料 2012 年 4 月） 
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③事業運営費 インドネシア・スラバヤ工科大学（ITS）教員派遣（2 回分）の一部費用（1,892
万 3,400 IDR＋6,140$）が負担された。 

 
２－２ 成果（アウトプット） 

プロジェクト目標達成のためには、PDM に 3 つの成果（アウトプット）が設定されている。

PDM の指標に基づき検証した成果ごとの達成状況は以下のとおり。 
 

２－２－１ 成果（アウトプット）1 
成果 1 工学部における授業（講義・実験）の実施環境が改善する。 

指 標 

指標 1-1： 工学部の 4 年制学士プログラムのカリキュラムが国内標準カリキュ

ラムに基づいて整備される。 
指標 1-2： 4 年制学士プログラムのカリキュラムに従い、90％以上の科目でシラ

バスが整備される。 
指標 1-3： ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）により、2 年ごと

にカリキュラム、シラバスがレビューされる。 
指標 1-4： 90％以上の授業において、工学部教員により講義ノート・実験実習

書が整備される。 

達成状況 

4 年制学士プログラムは、予定どおり 2012 年より開始され、プロジェクトを

通じて改善されたカリキュラムに即して実施されているが、ポルトガル制度準

拠など、今後変更の可能性があることに留意する必要がある（指標 1－1）。シ

ラバス・講義ノート・実験実習書等については整備を進めているところである

が、さらに促進される必要がある（指標 1－2、1－4）。4 年制学士プログラム

はまだ開始間もないため、カリキュラム等のレビューを実施する段階にない

が、ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）については、現在機能

していないため活性化を促進する必要がある（指標 1－3）。 
 

指標 1-1：工学部の 4 年制学士プログラムのカリキュラムが国内標準カリキュラムに基づい

て整備される。 
国内標準カリキュラム（National Curriculum）には準拠しないことを東ティモール国立大

学（UNTL）が決定し、4 年制学士カリキュラムは整備された。当初、政府が定めた国内標

準カリキュラムに基づいた教育が義務づけられていたが、このカリキュラムは、国際レベ

ルのため工学部教員では実施不可能など、いろいろ問題があったため大学本部から国内標

準カリキュラムに拘束されない独自のカリキュラム作成の指示があった。そして、国内標

準カリキュラムを参考にして、各学科とも 4 年制のカリキュラムを 2012 年末までに作成

し、当初予定のとおり､2012 年から 4 年制学士プログラムが開始された。現時点で 1 年次、

2 年次の学生が在籍している。カリキュラム・シラバスサンプルは付属資料 4 参照。 
右カリキュラムは、各学科で議論して作成したあと、プロジェクト活動の一環として、

第三国専門家であるバンドン工科大学（ITB）サトリオ客員教授が、単位数の統一なども

チェックして完成させた。今後は、ポルトガル制度準拠の動きがあることに加え、UNTL
がインドネシアの元大学学長などカリキュラム専門家を招聘し、大学のカリキュラムレビ
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ューを実施中であることなどから、今後変更の可能性があることに留意する必要がある2。 
なお、カリキュラムは公用語のポルトガル語で作成されている。2012 年から教育言語は

ポルトガル語またはテトゥン語を使うことになっているが、一部にはインドネシア語や英

語が使われ、言語は混乱した状態になっている。ポルトガル語能力が十分でない学生・教

員も多いなど、教授言語は教育の質の観点から問題のあるケースが少なくないとの意見が、

日本人専門家から聞かれた。 
また、本指標は改訂を要することを指摘する。現状並びに国内標準カリキュラムへの準

拠が流動的であることに対応し、「国内標準カリキュラムに基づいて」を削除変更/するこ

とが考えられる3。 
 

指標 1-2：4 年制学士プログラムのカリキュラムに従い、90％以上の科目でシラバスが整備さ

れる 
4 年制学士プログラムに従ったシラバスは整備中で、現在 1、2 年次の科目でシラバスが

作成されているが、一部の科目はまだ作成されていない。シラバスの作成のためには、プ

ロジェクト側が様式を提供し、第三国専門家であるサトリオ客員教授が、作成目的・意義・

方法などを指導して作成した（カリキュラム・シラバスサンプルは付属資料 4）。 
現在、具体的な作成率は不明であるが、学科別教員インタビューによると、電気・電子

工学では基礎科目（basic subject）の 30％、専門科目（specific subject）は未着手、土木工

学では専門科目は全科目（ただし要調整部分は残る）、一般科目は未着手、機械工学では

約 25％程度が完了しているとのことであった。4 年制学士プログラム実施予定に即し、引

き続き整備を促進することが指摘される。また、今後は、プロジェクトのモニタリングの

一環として、正確な作成率データを取得することが望ましい。 
 

指標 1-3：ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）により、2 年ごとにカリキュ

ラム、シラバスがレビューされる。 
4 年制学士プログラムは始まって 1 年余りであり、カリキュラムやシラバスの見直しは

時期尚早であるので、見直しを行っていない。通常、カリキュラムは極軽微な修正を除き、

少なくともそのプログラムの最初の学生が卒業するまで改正は行わないのが通例である。

シラバスについても、現在のシラバスは 2012 年 9 月に作成したので、まだ見直すところ

まで至っていない。 
ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）については、現在は休眠状態である。

FDC は、先行プロジェクトである「東ティモール大学工学部支援プロジェクト（2006～
2010）」で導入し、本プロジェクトの実施協議報告書（2011 年）にも「ファカルティ・デ

ィベロップメント委員会の役割・機能の明確化」をプロジェクト実施上の留意点として挙

げているものの、ファカルティ・ディベロップメント（FD）の意味・意義がいまだ明確に

                                                        
2 各学科インタビューによれば、現行 4 年制カリキュラムは、導入は 2 年前だが、2000 年代初等にできたもので、それに準拠

しているため内容が古い部分も残っているとのことであった。 
3 暫定的に「大学としてふさわしいレベル」などとあえて特定しない形としておくことも一案であるが、「ふさわしいレベル」

は指標としての具体性に欠けるものであり、可能であれば、カリキュラムの質または正当性を示すような具体性のある指標

についても検討されることがより望ましい。 
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理解されていないことや、人的課題（FDC の委員長を任命した人物の退職等）などにより、

現在も機能していない状況である。他方、通常 FD とみなされる活動自体は、別の場で一

定程度実施されている模様でもある（ただし、大学レベルか学部・学科レベルのものかは

明確でない）。いずれにせよ、FD の定義・意義について十分に理解されるよう、引き続き

プロジェクト専門家による働きかけが求められるとともに、UNTL 側でも FD 活動の活性

化に尽力することが期待される。また、既存システムのなかで行われている/行えそうな場

合には、新たな委員会組織化の必要性の再検討も考えられる。 
なお、「ファカルティ・ディベロップメント委員会により、2 年ごとにカリキュラム、シ

ラバスがレビューされる」となっているが、本来、カリキュラム等は FDC のイニシアテ

ィブに基づき学科で見直すべきものとみられる。また、カリキュラム・レビューの頻度も

「2 年ごと」と設定されているが、4 年制学士プログラムは最低でも 4 年間実施されなけ

れば有効性は検証できないなど現実的ではない。レビューの内容に応じて適切な頻度の検

討をしたうえで、指標の改訂が必要である。 
 

指標 1-4：90％以上の授業において、工学部教員により講義ノート・実験実習書が整備され

る。 
教員アンケート結果（2013 年 3 月）によると、自分の授業の 61％～80％において、講

義ノートまたは実験実習書を整備したと回答した教員が平均 70％弱であった4（質問票は

付属資料 5 参照）。なお、教員アンケートでは、授業によって講義ノートが必要なのか実

験実習書が必要なのかは異なるため、lecture notes or job sheet という聞き方をしており、

PDM でも and/or に変更することが適当である。また、実験実習書（job sheet）については、

関係者間で共通の理解をもっていないケースも見受けられるため、用語の定義については

PDM に注を付記して明確にすることが望ましい。 
 

２－２－２ 成果（アウトプット）2 
成果 2 実践的な調査・研究活動に基づいて卒業研究指導が行われる。 

指 標 

指標 2-1： 4 年制学士プログラムの下で、実践的な調査・研究活動に基づく卒業

研究の指導が行われる。 
指標 2-2： 4 年制学士プログラムに基づく学生による卒業研究の成果品が、毎年

作成される。 

達成状況 

4 年制学士プログラムの下で実践的な調査・研究活動に基づく卒業研究の指

導が行えるよう教員の能力強化が進展しているが、当初計画の変更に伴い、4
年制学士プログラムの下で卒業研究が開始されるのは、プロジェクト期間終了

後の 2015 年以降である。よって、現行指標は不適切であるとともに、成果 2
を達成するためには、プロジェクト期間の延長を検討する必要がある（指標 2
－1、2－2）。 

  

                                                        
4 「Q17: How many percentages of your classes do you prepare “lecture Note” or “Job Sheet” for you each class between March 2012 and 

December 2012?」の質問に対し、回答は 5 段階スケールより選択（1. 0～20％, 2. 20～40％, 3. 41～60％, 4. 61～80％, 5. 81～
100％） 
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指標 2-1：4 年制学士プログラムの下で、実践的な調査・研究活動に基づく卒業研究の指導が

行われる。 
本プロジェクトは 2015 年 1 月に終了予定であるが、4 年制学士プログラムの卒業研究は

2015 年から開始される。成果 2 は、基本的に 4 年制学士プログラムを対象としていること

を調査団は確認しているが、プロジェクト期間との齟齬が生じている。本指標並びに成果

2 に関連する活動は、2012 年開始の 4 年制学士プログラムに 3 年制学士プログラムからの

学生の編入を前提として設定されたものである。しかし、その後編入制度は認められない

こととなり、当初の目的を達成するためには、4 年制学士プログラムの卒業研究が終わる

まで、プロジェクト期間延長の可能性について検討することが必要である。 
また、現行指標は、アウトプットと指標の記載内容が重複しているため、プロジェクト

延長の有無にかかわらず改訂を要することを指摘しておく。なお、現在実施されている 3
年制学士プログラムの卒業研究指導の質（実践的調査・研究か）についての詳細は不明で

あるが、専門家の見解によれば演習問題をまとめるというレベルとみられる。 
 

指標 2-2：4 年制学士プログラムに基づく学生による卒業研究の成果品が、毎年作成される。 
4 年制学士プログラムによる卒業研究は始まっておらず、上記指標 2－1 と同様現行プロ

ジェクト期間内には達成し得ない指標である。 
 

＜補足事項＞ 
専門家の見解では、教員の研究については、実験レベルにとどまっているケースなど、

研究の質、レベルに課題があるものの、先行プロジェクトと比較して進歩がみられ、教員

によっては外部に公表できる研究もあるとのことである。なお、限定的ながら、プロジェ

クトや大学主催の研究成果発表の機会はあるものの、学会、ジャーナルなどはない。工学

会など（大学だけでなく）実務関係者も発表できる場があると有効であることが指摘され

る。 
 

２－２－３ 成果（アウトプット）3 
成果 3 学部の管理体制が改善される。 

指 標 
指標 3-1：学部（学科）の活動計画が 80％以上達成される。 
指標 3-2：学部（学科）の管理状況のレビューが毎学期ごとに実施される。 

達成状況 

活動計画の達成度は確認できず（指標 3－1）、学部管理検討委員会も組織さ

れていないため、定期的レビューは実施されていない（指標 3－2）。それら指

標の達成状況以前に、成果 3 については、PDM に記載されている言葉の定義や

活動内容をまず明確にし、本成果において何を達成すべきか、全関係者が共通

認識をもち、具体的な活動計画を立てることが必要である。なお、UNTL 側は、

運営指導調査の指摘に迅速に対応し、内部規定のドラフトを作成するなど、管

理体制改善の動きはある。 
 

指標 3-1：学部（学科）の活動計画が 80％以上達成される。 
学部レベルの年間活動計画は策定されているが、達成度は確認できていない。学科レベ

ルの年間活動計画は策定されているとみられるが、本調査において確認できておらず、達



 

－11－ 

成度も不明である。なお、工学部の 5 カ年計画（Operation Plan FoEST-UNTL 2013-2017）
は作成されており、学部長より入手した（付属資料 6 参照）。 

成果 3 については、まず、各活動に記載されている各種委員会や年間活動計画等の定義

を明確にし、本成果において何を達成すべきか、関係者間の共通認識を確立する必要があ

る。また、現行システムとその機能状況を改めて確認したうえで、持続性確保に向けて既

存システムの活用も検討し、本成果の達成に向けてプロジェクトの活動計画/ロードマップ

を調整・策定する必要がある。 
 

指標 3-2：学部（学科）の管理状況のレビューが毎学期ごとに実施される。 
学部管理検討委員会が組織されていないので、委員会による学部や学科の管理状況の定

期的レビューは実施されていない。しかし、学科会議、学部会議、大学全体の会議につい

ては、毎週定期的に開催することが決められている（学科会議については、実際の開催頻

度は学科によって異なる）。なお、指標 3－1 でも既述のとおり、まず、成果 3 について定

義を明確にし、活動計画を調整・作成し直すことが求められる。 
 

＜補足事項 1＞ 
運営指導調査（2012 年 5 月）の提言に基づき迅速な対応がとられ、内部規程（Internal 

Regulations）のドラフトが作成された。大学としての規程を現在策定中で、大学規程が完

成しだい、内部規程を大学規程に沿った形で修正する予定である。 
 

＜補足事項 2＞ 
事前評価表では「現在は学生の在籍情報や成績、卒業生の就職状況等が体系的に管理さ

れていないため、現状の課題の把握と分析を踏まえた適切な学部運営管理体制を整備する

ことで、総合的に学生に対する『質の高い教育の提供』を確保することが期待される」と

あるが、データの体系的管理については、現在 PDM で設定されている活動に明示的には

含まれていない。学部管理体制の改善をめざす成果 3 においては、この側面についてもど

のように取り組むのか、検討が必要である。 
 
２－３ プロジェクト目標 

プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達成されるべき目標で、3 つの指標が設定され

ている。PDM の指標に基づき検証した現時点における達成見込みは以下のとおり。 
 
プロジェクト目標 工学部が適切な管理運営の下で質の高い教育を提供する。 

指 標 

指標 1：学生の 70％以上が工学部の教育内容に満足する。 
指標 2：工学部の学生の卒業率が向上する。 
指標 3：学生による授業評価の結果、各科目において平均 60％以上の満

足度を得る。 
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達成見込み 

プロジェクト終了の 2015 年 1 月までに、3 つの成果（アウトプット）

を通じて一定程度は達成されると見込まれるが、4 年制学士プログラムの

第 1 期生の卒業研究指導開始は 2015 年以降となるため、プロジェクト期

間中にプログラムの全サイクルは完了することができない。よって、プ

ロジェクト目標は、達成できない部分が残ることが既に明らかである。

なお、「教育内容」の満足度（指標 1）、「卒業率」（指標 2）については、

定義の明確化、指標としての妥当性並びにデータ取得方法等について検

討を要する。「授業評価」（指標 3）については、プロジェクト主導ではあ

るが、定期的に実施されており、教育の質改善に役立てられている。 
 

指標 1：学生の 70％以上が工学部の教育内容に満足する。 
現在、「授業評価調査」は実施されているが、指標の「教育内容」は授業以外の評価も

含む広い概念として設定されたものと推察される。「教育内容」全般に対する学生アンケ

ート調査であれば、4 年制学士プログラム終了時/卒業時の実施などが考えられるが、いず

れにせよ、「教育内容」の定義の明確化、指標の妥当性並びにデータ取得の可能性・方法

について検討を要する。 
 

指標 2：工学部の学生の卒業率が向上する。 
プロジェクト目標は 4 年制学士プログラムを直接対象としているが、第 1 期生が卒業す

るのは 2015 年以降であることから、現行プロジェクト期間（2015 年 1 月終了）を前提と

すると不適切な指標である。また、現時点で「卒業率」のデータは整備されていないため、

まずは「卒業率」の定義を明確にする必要がある。例えば、現在、3 年制学士プログラム

では、単位をすべて取得したにもかかわらず、卒業認定証の発行を受けていない学生も珍

しくない。また、「卒業率」の改善には、プロジェクト以外にもさまざまな要因が働くこ

と、現在も、工学部に在籍はしているが登録していない学生数がかなりの割合に上り5、必

ずしも規定内の期間に卒業することが一般的ではないという現状なども考慮する必要が

ある。よって、プロジェクト目標の指標としての妥当性についても再度検討するとともに、

卒業率データ整備の方法について、大学側と検討することが求められる。 
 

指標 3：学生による授業評価の結果、各科目において平均 60％以上の満足度を得る。 
授業評価は、2008 年 8 月より年 2 回の頻度で定期的に実施され、教育の質改善に活用さ

れてきている（質問項目は付属資料 7 参照）。直近の 2012 年 12 月実施の授業評価結果（暫

定版）によると、5 段階評価で平均評点は約 3.5 となっている6。目標値である 60％以上達

成のためには、平均評点が 4 以上となる必要がある。なお、現在実施されている授業評価

調査は、3 学科の授業を対象とし、ポルトガル人・ブラジル人教員が教えている科目も含

                                                        
5 2013 年度データでは、5 学科の全学生数 2,270 名に対し、登録学生数は約半数の 1,165 名となっている。（学部長プレゼンテ

ーション付属資料 8 より） 
6 質問（Q8: How many percentages do you satisfy this class?）に対し、5 段階評価（1. 0～20％、2. 20～40％、3. 41～60％、4. 61

～80％、5. 81～100％）で回答する。なお、授業評価質問票は、機械工学科 35 科目、土木工学科 36 科目、電気電子工学科

33 科目の合計 104 科目を対象に配布し、2013 年 3 月時点の集計暫定版ではそれぞれ 17、25、16 科目の合計 58 科目（回収

率 55.8％）である。その後回収された追加科目も含め、現在最終版をプロジェクト側で集計中である。なお、これらのなか

にはポルトガル人・ブラジル人教員が教えている科目も含まれている。 
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まれているため、ポルトガル語で行われる授業を理解することが難しいなど、評価結果の

影響を与えた可能性がある。また、本来このようなアンケート調査は、シラバスが完成し

た段階で、授業評価をすることに意味があるという見解もあることに留意（先生が質の保

証をする、それに対して学生が満足度を示すというもの）。 
授業評価自体は、先行プロジェクト CADETES 時代に開始されたもので、右プロジェク

ト終了後は、大学側で継続する予定であったが、現在もプロジェクト主導で実施している

状況が続く（アンケート用紙を準備して各学科に依頼し、集計・結果のフィードバックは

プロジェクト側が行う。ただし個々の科目の結果は個人情報なので公表しないで個人に渡

す）。本活動がプロジェクト終了後も継続されるためには、FDC など大学側主体で実施で

きる体制構築が必要となる。 
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第３章 実施プロセス 
 
３－１ 活動の進捗 

PDM に計画されているプロジェクト活動は、予定どおり実施されてきているものも多いが、主

な課題としては①ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）、②スラバヤ工科大学（ITS）
教員派遣、③機材、④4 年制学士プログラムの卒業研究、⑤管理検討委員会、⑥成果 3 の全般的

な明確化が挙げられる。詳細は、以下の表にまとめるとおり。 
なお、PDM に記載されている各活動進捗の詳細は付属資料 9 を参照されたい。また、学部長に

よる進捗報告プレゼンテーション（付属資料 1 合同評価報告書 Annex 11）、各学科別に作成され

た活動の進捗状況（付属資料 1 合同評価報告書 Annex 12）も参考資料となる。 
 

成 果 主な課題 

成果 1 

・ ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）：委員会を立ち上げたもの

の、現時点では休眠状態で機能していない。詳細は成果 1 の指標 1-3 の項参照。

・ ITS 教員派遣：UNTL の ITS に対する支払い問題（支払の滞り）により、ITS
教員による集中講義が中止されたままになっている。プロジェクトは、UNTL
と ITS 間の橋渡しを行い、解決を待っているところである。 

成果 2 

・ 機材：機材調達の問題が活動の進捗とその質に影響を及ぼしている。2011 年
度には、研究機材の大幅遅れのため、多くの研究で申請機材を使っての短期

研修や研究に影響があり、そのために多くの研究では当初の研究計画を変更

し、研究に必要な基礎的な勉強や現有機材を使って行った。機材の大幅遅れ

は、銘柄指定の条件が厳しくなったこと、仕様作成に多くの時間を要したこ

となど、JICA の機材調達に予想をはるかに超える日数を要したことなどが理

由である。また、携行機材についても、通関手続きの煩雑さなどから引き取

りが遅れるなどした。 
また、2012 年度には、JICA 本部と調達部間の手続きが滞ったことにより大

幅に遅延し、予定された研究活動に大きな支障が出た。プロジェクト側と JICA
本部関係者によりビデオ会議を行うなど解決に努めたが、機材調達遅延の問

題は尾を引いている。 
2012 年度にみられた連絡体制の不備に起因する手続き上の遅延とは別に、

研究機材調達に係る根本的な課題を指摘しなければならない。専門家の意見

によれば、研究機材は性能が重要であるにもかかわらず、現在の調達制度で

は性能を日本でチェックする仕組みになっていないことが問題である。この

問題に対処すべく、支援大学に仕様の確認をしてもらうなどしているものの、

一般機材と比較し、研究機材の調達は性能チェックの点で異なるという特徴

を踏まえた調達が望まれるなど、機材調達制度全般に係る課題が指摘されて

いる。また、現地調達が限定される東ティモールの調達事情も、持続性（維

持管理）に影響を及ぼす要因となっている。 
・ 4 年制学士プログラムの卒業研究：4 年制学士プログラムの卒業研究に関係す

る活動は、卒業研究開始がプロジェクト期間終了後の 2015 年以降となるため、

現行プロジェクト期間中に実施することはできないことが既に明らかであ

る。 
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成果 3 

・ 管理検討委員会：委員会はまだ組織されていない。 
・ 成果 3 の全体的な明確化：PDM に記載されている用語・活動全般の定義・意

味について明確にし、「成果 3 で何を達成するのか」について関係者間で合意

する必要がある。詳細は成果 3 の達成状況に既述のとおりで、まず、現状の

把握並びに改善に向けた具体的な活動計画の策定、さらには追加インプット

の必要性についても早急に検討する必要がある。 
 

上記以外には、以下の点が挙げられる。 
・ 休校日が多すぎること、及び教員の勤務日数と時間が短いこと。これは、大学全体の問

題として、服務規程の整備・実施を要請し改善を依頼した。 
・ 現地議会選挙（2012 年 7 月）による Dr. Satoryo 客員教授派遣の中止。 

 
このほか、特別講義、セミナー、視察等のリスト（付属資料 1 合同評価報告書 Annex 13）の並

びに研究テーマリスト（同 Annex14）を参考資料として添付した。 
なお、現在活動計画（Plan of Operation：PO）については、当初計画と現状との隔たりが大き

いことから比較する形で作成されていないが、今後は作成することが望ましい。例えば、プロジ

ェクト前半については実施実績を、後半については計画と実施を併記する形などが考えられる。

PO は、UNTL 側も含む関係者間で共有してプロジェクト進捗管理に生かすことが期待される。 
 
３－２ 技術移転/キャパシティ・ディベロップメント 

技術移転/キャパシティ・ディベロップメントは進展している。しかし短期専門家による指導分

野が、必ずしも全教員の要求する内容とレベルが一致していないことも指摘される。 
専門家の見解によれば、ミスマッチングはないが、レベルについては UNTL 側の状況に即して指

導するなど工夫しているとのことである。他方、UNTL 教員の満足度については、十分に調査で

きなかったが、担当教員が支援大学に限定されること、そのため研究テーマが一致しないこと、

研究機材調達遅延により研究活動に支障があったこと、長期留学候補者が試験に通らなかったこ

と、などについてコメントがあった。 
 
３－３ プロジェクトマネジメント 

３－３－１ プロジェクト運営体制/意思決定過程/コミュニケーション 
プロジェクト運営体制は適切である。合同調整委員会（JCC）を年 1 回開催し、進捗報告と

活動計画の承認を得ている（付属資料 1 合同評価報告書の Annex15）。また、国内支援委員会

も年 1 回定期的に開催されてきた。 
専門家と C/P との関係は良好で、コミュニケーションも頻繁に取っている。重要事項は必ず

文書で配布し説明しており、計画変更時は常に学部長の承認を得ている。ただし、学部長から

各学科への情報伝達が十分でないことがあり、一部の学科長は、情報共有が徹底されないこと

に対して不満を抱いているようである。専門家としては、信頼関係の確立のために、相手の言

い分を十分に聞いて、できる限りの対応をとるようにしている。なお、教員によってはポルト

ガル語と英語で外国語能力が異なることから、重要なポイントについては現地語の翻訳・通訳

を介するなど、共通理解を深めることが推奨される。このほか、2012 年 5 月に学長、副学長、
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工学部長及び教育省・高等教育総局長を日本に招聘し、プロジェクトと UNTL 本部、教育省と

の連携を強化した。 
日本人専門家間のコミュニケーションも良好である。現地アサインメントが短期シャトルベ

ースであるチーフアドバイザーが不在の期間も、電子メールで定期的に連絡を取っている。本

邦支援大学との連絡も通常メールで実施している。調整員専門家以外の専門家がすべて短期専

門家派遣によるものであることから、プロジェクトの進捗状況をお互いがフォロー・共有でき

るように、詳細を記した各種報告書も定期的に提出されており、本プロジェクトのドキュメン

テーション整備状況は良好である。 
JICA 本部とは、電子メール、電話、TV 会議を通じて情報共有を行っている。本部の対応に

ついては、プロジェクト運営の効率性・有効性に影響を及ぼす要因であることから、的確性・

迅速性が求められる。また、JICA 東ティモール事務所には月次報告を実施しており、その他適

宜、個別の事案について相談している。現地の日本大使館には、JCC や各種セミナーへの参加、

また大使表敬などを通じてコミュニケーションをとっている。 
 

３－３－２ モニタリング 
定期的・日常的なモニタリングの実施状況は良好である。上述のとおり、JCC は年 1 回定期

的に開催され進捗がモニタリングされている。また、プロジェクトの月次業務報告書で進捗状

況を確認している。これら通常のモニタリングに加え、2012 年 6 月には、運営指導調査団が派

遣され課題の抽出を行い、今後取り組むべき重点事項として 5 項目が合意された。各項目に対

応する、中間レビュー調査時点での対応状況は以下に要約される。 
 

運営指導調査における指摘事項

（2012 年 6 月） 
現 状 

（学部長プレゼンテーション 2013 年 4 月 2 日） 
① 新設された 4 年制（S１コース）

における工学部の教育目標を

見直し、学科レベルにおいてカ

リキュラムとシラバスを確定

する。 
 

・ サトリオ教授によるワークショップを行い教育目

標が新たに設定された。 
・ カリキュラム改訂は行われたが、単位についてポ

ルトガルの制度に準拠すべく調整の要あり。 
・ 教員はシラバス作成を行っているが、すべての科

目で完了するにはさらに時間を要する。 
② 工学部における内部規程を作

成し、実行する。内部規程では、

勤務時間、研究方針、年次休暇、

罰則などを規定し、この規程を

作成するために工学部内にタ

スクフォースを結成する。 

タスクフォースは、既に学部内部規定のドラフトを

作成済み。今後は、大学の規定に即して改定・修正す

る必要がある。 
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③ 工学部が持続的に成長するた

めに、教員の育成計画や学位取

得のための留学計画を学科内

で議論し、学部レベルで計画を

策定する。 
 

・ UNTL はキャリア・レジーム（キャリア規程）作

成済みで、工学部では学士・ディプロマをもって

いる教員を修士取得のためポルトガルに派遣す

ることが記載されている7。 
・ 工学部内の情報共有については、引き続き課題で

あり、効果的なコミュニケーションシステムが構

築されていない。 
④ 教員間における労働負荷のギ

ャップがあり、これを解消す

る。 
 
 

キャリア・レジーム（キャリア規程）によれば、各

教員は最大 3 科目を担当することになっている。しか

し、修士号取得教員は講義（理論）を担当することが

できるが、学科によっては修士号取得教員数が不足し

ている（学士・ディプロマレベルの教員は実験・実習

授業の担当または講義授業アシスタントとして教え

ることができる）。 
⑤ 各学科の事業計画に基づいた

予算の申請、執行の仕組みを強

化する。 
 

予算計画は各学科で検討されている。2014 年度よ

り学部レベルに権限委譲される予定で、予算計画執行

の責任も学部に任されることになる。 

出所：学部長プレゼンテーション（2013 年 4 月 2 日）（付属資料 1 合同評価報告書 Annex 11） 

 
なお、現行 PDM は 2011 年 2 月版のまま改訂されていないが、インプットに長期研修（留学）

を追加すべく、JCC にて承認を得た。 
 
３－４ オーナーシップ 

先行プロジェクトと比較し、UNTL 側のオーナーシップは格段に向上している。ただし、活動

全般はまだプロジェクト専門家主導によるものが多く、さらなる向上が期待される。 
教育省、UNTL の位置づけについては、UNTL は組織上教育省から独立しており、プロジェク

ト実施に係る役割は基本的に UNTL が負っている。工学部長はプロジェクト活動を重要視してお

り、参加度も高い。プロジェクトとの信頼関係も篤いが、プロジェクト専門家の見解によると、

マネジメントはプロジェクト専門家に頼ることが多く、さらなるリーダーシップや統率力が期待

される、また、学長は R/D では Project Director となっており、協力的ではあるものの、実質的な

関与は限定的である。 
カウンターパート（Counterpart：C/P）側の参加度合いについては、プロジェクト専門家の見解

によれば、工学部 3 学科の教員全員が C/P となるため、プロジェクトに対して協力的な教員もい

れば、非協力的（無関心）な教員もいるなど、人により参加度合いが異なる。ただし、協力的な

教員の数、協力の密度などは、先行プロジェクトから比較すると大きく向上している。研究活動

に熱心で、プロジェクト活動への参加度が高い教員は、全体の 4 割程度に上る。また、セミナー

                                                        
7 UNTL では、ポルトガルやブラジル連邦共和国（以下、「ブラジル」と記す）から教授を招聘し、修士課程、博士課程を開

設している。ここでの論文はポルトガル語で作成しなければならず、その前提としてポルトガルに留学経験のない教員を対

象に、ポルトガル語コースの修了が義務づけられている。現在、すべての教員は修士課程もしくは博士課程への登録が義務

づけられており、海外留学組以外は、UNTL に設置された本コースに登録することになっている。（出所：月次業務報告書

2012 年 10 月分） 
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やトレーニングには参加するが、研究プロポーザルは出さないやや参加度の低い教員は全体の 3
割程度で、総じて 7 割程度がプロジェクトに対して協力的ということになる。なお、プロジェク

ト活動に無関心、あるいはキャンパスに来ていない教員は全体の 3 割程度である。 
C/P 側予算に関し、予算の執行が非常に不安定という課題がある。ITS 教員派遣に対する費用

の一部が、ITS に支払われていない状態が続き、現在 ITS 教員派遣は中断している。そのほか、

サトリオ教授のワークショップのときに、昼食を準備することもあれば、学部の予算がないとき

には用意しないこともある。ただし、ITS 訪問、ウダヤナ大学訪問時は、UNTL 教員分の旅費を

UNTL が負担している（金額不明）。 
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第４章 評価５項目による評価結果 
 
４－１ 妥当性 

妥当性は総じて高いが、プロジェクトデザインについては当初計画に変更が生じたため、プロ

ジェクト期間の見直しを提案するとともに PDM も全体的な修正が必要である。詳細は以下のと

おり。 
 

４－１－１ プロジェクト計画の妥当性 
プロジェクトは、東ティモールの教育開発政策と合致している。戦略的開発計画（Strategic 

Development Plan：SDP 2011-2030）では、高等教育に対する質保証強化を明記。UNTL は唯一

の国立の高等教育機関として、教育、研究、コミュニティへの知の提供、東ティモールの文化

と民主主義の強化による自由の推進といった国家目標において、重要な役割を担うことが記載

されている。 
日本の開発援助政策との整合性も高い。日本の対東ティモール援助方針の重点目標のひとつ

が、経済活動活性化のための基盤づくりであり、「東ティモールが今後安定的に発展していく

ための 大の課題である経済活動の活性化のため、ソフトを含めたインフラ整備や産業人材の

育成に関する支援を重点的に行う」とある。本プロジェクトは、産業人材育成に寄与するもの

である。 
大学の選定根拠・基準並びにターゲットグループの選定も適切である。UNTL は、唯一の国

立大学であり、 高学府である。工学部における教育、研究、社会貢献の機能は、いずれも未

成熟で、支援を必要としていることから、UNTL 工学部におけるニーズも明確に存在する。工

学教育は他の高等教育分野に比べて、日本が比較優位をもっている部分であり、工学部を対象

とすることは適切である。また、工学部 5 学科のうち、情報工学科、地質石油工学科はポルト

ガルによる支援があったため、その 2 つを除いた 3 学科をターゲットとしたことも適切である8。 
 

４－１－２ 手段の適切性 
UNTL が質の高い教育を提供するために、3 学科で新たに開始された 4 年制学士プログラム

を通じて、教育、研究、学部運営の 3 つの側面から能力強化を図る戦略は適切である。他方、

東ティモール側 C/P のレベルと、日本の支援大学とのレベルに格段の差があり、そのギャップ

を埋めるために、支援大学が柔軟にレベルを合わせて対応している。日本のノウハウがそのま

ま適用できるものは少ないため、専門家は臨機応変に対応することが求められている。 
プロジェクトデザイン（計画された「活動」→「アウトプット」→「プロジェクト目標達成」

→「上位目標達成」の論理性は適切だったか）については、ロジック上はおおむね整合してい

る。ただし、論理的つながりが不明瞭な部分もある。例えば、プロジェクト目標の指標である

「卒業率の向上」はプロジェクトの活動以外のさまざまな要因に影響を受けることが挙げられ

る。また、現実的でない活動が含まれている。例えば、カリキュラムを 2 年ごとにレビューす

ることについては、 低でも 4 年は実施しなければカリキュラムの有効性は判断できないなど

                                                        
8 なお、情報工学科に対する全面的なポルトガル支援は 2012 年で終了し、現在は、ポルトガル人教員が個別に派遣されてい

る。情報工学科の 4 年制学士プログラムは 2010 年より開始されている。地質石油工学科は 2012 年から開始され、引き続き

ポルトガルが支援している。 
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である。また、事前評価時に想定した、学生の在籍情報や成績、卒業生の就職状況が体系的に

管理されていないため、現状の課題の把握と分析を踏まえた適切な学部運営管理体制を整備す

る、とあるが学生・卒業生の情報データ管理に係る活動は設定されていない。さらには、当初

計画からの変更に伴い、4 年制学士プログラムの第 1 期生が 4 年生になるのは 2015 年からとな

るため、プロジェクト終了後でないとできない活動や、達成し得ない目標・指標がある。現行

PDM については、本報告書内でも適宜修正・検討箇所を指摘してきたが、ナラティブサマリー・

指標・関連する活動・外部条件（記載箇所が間違っている）・日本語と英文の整合性・必要な

注釈付記等を含め、全般的に修正する必要がある。 
 

４－１－３ 日本の技術・ノウハウの比較優位 
本プロジェクトは、これまでの日本の支援による経験・蓄積をベースに実施されており、日

本は比較優位がある。「東ティモール大学工学部支援プロジェクト（2006～2010）」を通じ、UNTL
工学部教員の一定の知識レベル向上が認められた。このほか、無償資金協力による機材供与や

技術協力による専門家派遣、教員の長期研修（国費留学）等の支援を行ってきており、同大学

の能力向上に寄与してきた。 
 

４－１－４ プロジェクト開始以降プロジェクトをとりまく環境の変化 
まず大きな変化として、当初予定されていた 3 年制学士プログラムの学生の、4 年制学士プ

ログラムへの移行制度が取りやめとなったことがある。実施協議報告書によれば、「従来、3 年
制学士グラムで入学した学生については、2012 年時点で 2.5 ポイント以上の成績を取得して

いた場合に限り、継続して 4 年制学士プログラムへの進級が可能」（P10）であったが、その後

大学側の方針として学生の移行制度は取りやめとなった。4 年制学士プログラムは、予定どお

り 2012 年より開始され、現在、1 年次と 2 年次の学生が在籍している9。第 1 期生が 4 年次に

進級するのは 2015 年となり、現行プロジェクト期間（2015 年 1 月終了）では対応できない。

現行プロジェクト期間は、「教員が留学から帰国するタイミングと実践的な調査・研究活動を

通じて卒業研究指導の体制が整備されるまでの期間を勘案したもので、また想定では 4 年制学

士プログラムの 初の卒業生は、早ければ 2012 年末に輩出されることから、4 年間のプロジ

ェクトのなかで 3 期の卒業生をフォローすることが可能となる」（P.11）ことに基づき設定され

たものであるが、現状に即していない。よって、当初の目的を達成するためには、プロジェク

ト期間延長の可能性も含めた見直しが必要である。 
このほか、2012 年の 1 年間、ポルトガル人、ブラジル人教員が工学部で教鞭を取ったことが

挙げられる。プロジェクト活動に対する影響は特になかったが、授業をポルトガル語で行った

ため、授業評価が極めて低く、多くの学生は授業内容を理解できていないものと懸念される。 
 
４－２ 有効性 

プロジェクト目標は対象 3 学科の 4 年制学士プログラムにおいて質の高い教育を提供すること

であるが、4 年制プログラムの卒業研究指導は 2015 年以降であることから積み残しが出るため、

                                                        
9 2012 年以降、3 年制学士プログラムの新規受入れはなく、現在は 3 年生（あるいはそれ以上）が在籍している。2015 年以降

も、卒業できない学生は在籍することになる。 
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現行期間内にプロジェクト目標を達成することは不可能であり、当初目標ほどに高くない。詳細

は以下のとおり。 
 

４－２－１ プロジェクト目標の達成見込み 
「実績」でも既述のとおり、プロジェクト目標は完全に達成することはできない。4 年制学

士プログラムは、現行プロジェクト期間中には完了しないことが主な理由である。 
プロジェクト目標に資する貢献要因としては、UNTL が大学改革の一環として、規程の制定

や、研究活動の促進を行っていることから、これらがプロジェクト活動の追い風になると考え

られる。阻害要因は、大学規程に定められた教員の処遇（キャリア規程）が、現実的でなく、

それが教員のモチベーションを下げる可能性がある。 
 

４－２－２ 成果（アウトプット）とプロジェクト目標との因果関係 
ロジック上は、成果（アウトプット）が達成されれば、外部条件である「4 年制学士プログ

ラムが導入されること」も既に満たされているため、プロジェクト目標は達成できると考えら

れる。しかし、既述のとおり、同プログラムの卒業研究指導は 2015 年以降であることから、

現行期間内に成果 2 ひいてはプロジェクト目標自体を達成することは不可能であるとともに、

成果 3 の進捗促進も必要である。 
 
４－３ 効率性 

先行プロジェクトの教訓を生かし、高い効率性を保持・発現する工夫がなされているものの、

①FDC や学部管理運営委員会が機能していないこと、②教員の退職・転職、③機材供与の遅延、

④成果 3 の活動・目標が不明瞭であることなどが効率性を阻害している。特に、①、③、④につ

いては対策を講ずる必要がある（②はプロジェクトの対応範囲外）。 
 

４－３－１ 成果（アウトプット）の達成状況 
成果（アウトプット）における課題は、FDC や学部管理運営委員会が機能していないこと、

機材供与の遅延、成果 3 の活動・目標が不明瞭であることなどが挙げられる。詳細は「プロジ

ェクトの実績」並びに「活動の進捗」参照。 
このほか、成果（アウトプット）達成に影響を与えた可能性のある要因としては、本邦長期

研修（前フェーズでの投入）を受講した教員 2 名が退職したこと10、並びにインドネシアで修

士号を取得して帰国した教員が退職（FDC の委員長を任命した人物）したことが挙げられる。 
 

４－３－２ 投入、活動、アウトプットの因果関係 
（1）外部条件（Important Assumptions） 

PDM に設定されている 3 つの外部条件の現状は以下に要約される。 
 

  

                                                        
10 1 名は元々行っていたパートタイムの仕事へ、1 名は民間会社へ転職。 
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外部条件 現 状 

1. 学則の下で新たに定めら

れる工学部の組織規程に

よって、教職員の人数、業

務内容、待遇等に負の影響

がもたらされないこと 

キャリア・レジーム（キャリア規程）による待遇改善が

あり、修士保持者を優遇したが、学士保持者に対する待遇

がほとんど改善されず、不満をもつ教員が出てきた。 

2. 留学中の教員が学位を取

得して帰国すること 
帰国後、転職する教員がいる（日本の支援については、

先行プロジェクトで留学した 2 名が退職）。 
3. 学部の管理・運営体制改善

に向けた予算が適切に配

置されること 

学部に対して予算は配分されているが、管理運営に使わ

れているかどうかは不明。予算規模/推移データについて

は、今次調査期間中には確認できなかった。しかし、2014
年度より、予算管理も含め学部の裁量強化を開始。また、

2013 年度は学部に 9 万ドルが日常的な維持管理費として

配分される予定であることから、各学科間にこの予算計画

策定を依頼するなど、改善の動きが確認できた。 
 

（2）投入（インプット） 
活動を実施するために過不足のない量・質の投入が、適当なタイミングで実施されたの

かについては、特に課題として以下が挙げられる。 
・ 既述のとおり、機材調達の遅れ等により、計画された研究活動の実施が進まないなど、

効率性並びに有効性を阻害する問題が生じた。また、先行プロジェクトで供与された

教育機材のなかで、現在活用されていない機材が少なからずあることが、教員インタ

ビューにより判明した。活用していない理由は、当初研修を受けたが十分ではない、

実験実習書（job sheet）を作成していないため研修を受けていない教員には使い方が

分からないといったことであった。 
・ 事務職員からの要望によりパソコンの研修を実施したが（520 ドル）、十分に活用され

ているとは言い難い。 
・ 当初計画に比べて、日本側のインプット（短期専門家派遣）を大幅に増やしているが、

教育能力向上、研究能力向上、学部管理運営の改善のいずれにおいても、より日常的

なインプットが必要である。 
・ 学科により支援大学が特定されているが、研究分野が必ずしも一致しないケースがあ

るという意見が C/P より聞かれた。 
 

４－３－３ プロジェクト実施の費用対効果を高める工夫 
効率性を高める工夫として、UNTL 既存の機材を使った技術指導を実施している。専門家派

遣、本邦研修のタイミングは、研究活動の進捗状況に合わせて効果的に実施されるように計画

し実行している。また、インドネシア人材を活用することで、現地の状況により即した指導を

展開している。これは、先行プロジェクトにおける教訓を生かしたものである。 
他方、事前評価表で想定された遠隔教育システム（Shool on Internet：SOI-AIA）を活用した

指導助言、無償機材である「太陽光パネル」の調査・研究活動への活用による成果 2 の達成促

進については、今次調査では確認できなかった。 
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４－３－４ 他機関・スキームとの協力及び連携状況 
JICA の他の技術協力プロジェクト、個別専門家、また現地で活動中のコンサルタントなどと

連携して、特別講義や現場見学を実施している。また「大阪ガス奨学金・短期研修プログラム」11

「太陽光無償」とは適宜サポート、情報共有を行っている。今後は、機械工学科に派遣される

青年海外協力隊員との連携が期待される。そのほか、UNTL の外国人教員主催のワークショッ

プで、パネラーとして参加して、プロジェクトの意義を広報した。 
 
４－４ インパクト 

上位目標については、人材輩出に係る「規模（人数）面」の目標達成は一定程度見込まれるが、

目標値並びに「貢献」を示す就職率の指標については要検討である。詳細は以下のとおり。 
 
４－４－１ 上位目標達成の見込み 

上位目標は、プロジェクト終了 3～5 年後に達成されることをめざす目標で、2 つの指標が設

定されている。PDM の指標に基づき検証した現時点における達成見込みは以下のとおり。 
 

上位目標 工学部から地域社会に貢献する高度技術を有する人材が輩出される。 

指 標 
指標 1：工学部の 4 年制学士プログラムの卒業者数が 2018 年までに 600 名

を超える。 
指標 2：卒業生の 60％以上が専攻分野に関連した業務に就業する。 

達成見込み 

人材輩出に係る「規模（人数）面」については、現在の年間 200 名規模の

4 年制学士プログラムへの入学者が継続すると想定されるため達成見込みは

高いが、一方で、現行の登録・非登録数動向に照らすと、必ずしも楽観はで

きない状況もある。また、目標値（600 名）は、当初 5 期以上の卒業生の輩

出が見込まれることを前提に設定された数値であることから、見直しも必要

である（指標 1）。「貢献」を示す「就職率」については、現状では整備され

ていないことから、データ取得の可否も含め、要検討である（指標 2）。 
 

指標 1：工学部の 4 年制学士プログラムの卒業者数が 2018 年までに 600 名を超える。 
4 年制学士プログラムへの入学者数は、以下の表－３に示すとおり 3 学科合計で 2012 年

度 207 名、2013 年度 218 名である。同プログラム卒業生の輩出は 2015 年以降となるが、

2015 年から 2018 年までの 4 年間で年平均 200 名とし単純計算で 800 名となり、退学/留年

者を勘案しても 600 名は超えると想定される。 
しかし、一方で現在の登録・非登録者数の動向をみると、必ずしも楽観はできない。2013

年の工学部（5 学科）学生数は合計 2,270 名であるが、うち登録学生数は 1,165 名で、残り

は非登録となっている（付属資料 8 参照）。ただし、本指標の目標値（600 名）は、事前評

価表によれば、2012 年に 4 年制学士プログラムが導入された場合には、（2013 年末に 初

の卒業生が輩出されると想定して）5 期以上の卒業生の輩出が見込まれることを前提に設

定された数値である。いずれにせよ、プロジェクト期間が延長された場合には、本指標並

                                                        
11 「大阪ガス奨学金」「短期研修プログラム」は年間 20 名（1 人当たり 500 ドル）で 5 年間のプログラム。「短期研修プログ

ラム」は工学部教員の派遣（2 週間）を支援するもの。 
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びに目標値・年なども再検討される必要がある。 
 

表－３ 学科別入学者数（2012 年度及び 2013 年度） 

年 機械工学 土木工学 電気・電子工学 合計 

2012 37 86 84 207 

2013 69 74 75 218 
出所：プロジェクト事務所 

 
指標 2：卒業生の 60％以上が専攻分野に関連した業務に就業する。 

工学部では就職データを収集しておらず、現時点の就職率は不明である。雇用状況は、

大学での教育やプロジェクト以外のさまざまな外部要因が影響することにも留意する必

要がある。調査団としては、大学による卒業生追跡調査実施の可能性を検討するか、もし

それが難しいようであれば、他の代替指標を設定するなど、検討することを提案する。 
 

４－４－２ 波及効果 
現在のところ、 計画された効果以外に、正負とも波及効果は特に認められない。ただし、

プロジェクトの影響とは別であるが、教員の給料が増加したり、教員の処遇の改革により、モ

チベーションを下げた教員が発生するなどの状況はある。 
 

４－４－３ 因果関係 
上位目標とプロジェクト目標に、ロジック上の乖離はなく、外部条件は現時点でも正しいと

みられるが、特に休学・退学者の実態把握が必要である。外部条件の現状は以下のとおり。 
 

外部条件 現 状 

1. 学生の多くが就職などを理

由に途中で休学・退学をせ

ずに卒業をすること 

大学では、休学・退学者の実態は把握できていないため、

予測することが難しいが、4 年制学士プログラムは、まだ 1
年次、2 年次の学生のみで、現時点では休学・退学は問題

になっていない模様。ただし、3 年制学士プログラムにお

ける過去の傾向をみると、3 年次以降の状況は楽観できな

い。 

2. 不況、治安の悪化などによ

り、工学系の技術者の就職

環境が悪化しないこと 

治安状況は現時点では落ち着いている。建設工事は盛ん

に行われており、技術者のニーズは今後も高まると予想さ

れる。 

 
４－５ 持続性 

政策、人員、技術面での持続性は一定程度見込めるが、財政、組織面並びに機材維持管理が課

題とみられる。詳細は以下のとおり。 
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４－５－１ 政策面 
「妥当性」の項で既述のとおり、高等教育政策並びに同政策における UNTL の重要な位置づ

けといった政策環境は継続するとみられる。よって、UNTL における研究活動促進、学位取得

推進も継続すると見込まれる。 
 

４－５－２ 財政面 
本調査では、予算面での詳細な情報は入手できなかったため、部分的な情報を得たにとどま

る。まず、研究助成金制度は現在あるが、実質的に機能していないため、これが機能すること

が期待される。大学レベルでのリサーチセンターも設置された模様であるが、現在の詳細は不

明である。また、奨学金予算に関していえば、2012 年は 150 万ドルだったところが、2013 年

には 500 万ドル確保したとのことである。また、大学から学部レベルに権限移譲されて予算が

振り分けられることにより、より学部のニーズに応じた予算執行が期待される。 
 

４－５－３ 組織面 
既述のとおり、FDC は機能しておらず、学部運営委員も組織化されていないため、組織面で

の持続性に向けた強化が求められる。授業評価の継続実施も期待されるが、現在はプロジェク

ト主導で行っており、FDC が機能していないことなどから、プロジェクト終了後の継続のため

の取り組みが必要である。 
 

４－５－４ 人員面 
学部長は 5 年ごとに選出され、副学部長、学科長、副学科長は 2 年ごとに選出される。既述

のとおり、本プロジェクトの支援対象 3 学科内の大多数（7 割程度）の教員はプロジェクト活

動に参画しており、マネジメントレベルのローテーション後も、特段の問題はないものとみら

れる。他方、教員が民間企業に転職することや教育省など他省庁に引き抜かれることが多くな

ると、持続性にも影響がでる可能性がある。 
 

４－５－５ 技術面 
研究活動に対して、熱心に取り組んでいる教員は、引き続き研究活動を続けていくことが期

待される。日本で修士号を取得した教員は、その経験を生かして学生への研究指導を行ってお

り、今後もそれは継続されると思われる。また、UNTL の方針から留学により、高位学位取得

も順調に進んでいる。3 年制学士プログラムでは、すべての教員が講義を担当できたが、4 年

制学士プログラムでは修士号以上の学位をもっている教員が講義を担当し、学士〔サルジャナ

1（Sarjana 1：S1）とディプロマ 3（Diploma 3：D3）〕をもつ教員は実験や演習を担当するよう

に決めて実施しつつある。そのために S1と D3 教員を留学させて修士号取得を促進しているが、

現在 3 学科の修士号保持者は 31 名、さらに留学中教員は 17 名に及び、このうち 3 名は博士課

程に留学中である。したがって、今後毎年数名程度の教員が修士号を取得する見込みである。 
なお、事前評価時に期待された①修士号を取得した教員グループによる研究活動実施状況、

②学生による研究グループ形成状況、③地域・社会ニーズに対応した研究に係る外部関係者と

の連携・協力状況については、今次調査では十分に確認できなかった。専門家によれば、まだ

そのような活動は活発ではないとのことであった。  



 

－26－ 

４－５－６ 機材維持管理 
教員より、機材インベントリーが作成されたとの報告があり、これは維持管理体制構築に向

けた良い兆候であるとともに、維持管理予算が配分されれば、ある程度は適切に行われること

が予想される。ただし、技術的に困難なものについては、工学部での対応は難しいことも見込

まれる。特に、現地調達が難しいことから、多くの機材が本邦機材の調達にならざるを得ず、

スペアパーツ・修理等も含め、機材の維持管理については将来的な取り組みが必要である。ま

た、先行プロジェクトで供与した機材について、活用されていない機材が少なからずある点に

ついては、機材の活用を推進すべく、プロジェクトとして再研修の実施を検討することが望ま

れる。また、実験実習書の作成を推進することも必要である。 
 
４－６ 貢献要因と阻害要因の検証 

プロジェクトの進捗に貢献した要因並びに阻害要因/問題を惹起し得る要因として、以下の点が

挙げられる。 
 

４－６－１ 貢献要因 
（1）計画に関すること 

特になし 
 
（2）実施プロセスに関すること 

・ UNTL が大学改革の一環として、給与・服務規程の制定を行っており、教員給料増加

や、ダブルワークの禁止などにより、教員のモチベーション向上や勤務状況の改善が

見込まれる。 
・ UNTL では高学位取得や研究活動の促進を行っていることから、これらがプロジェク

ト活動の追い風になると考えられる。 
・ 運営指導調査における指摘を受け、タスクフォースが組織され、学部内部規定のドラ

フトを作成するなど迅速な対応がなされた。今後は、大学の規定に即して改定・修正

する必要があるが、内部規定の制定により学部運営が効率的・効果的になされること

が期待される。 
・ 持続性発現に資する要因として、将来的には本邦支援大学との MOU 締結や、個人的

な師弟関係の継続などが期待できる。 
 

４－６－２ 阻害要因/問題を惹起し得る要因 
（1）計画に関すること 

・ 本プロジェクトデザインの基本は、当初計画における 3 年制学士プログラムの学生が

4 年制学士プログラムへ移行するという前提が基礎となって、プロジェクト期間、活

動、指標、目標等が設定されているが、その前提に変化があったため、プロジェクト

デザイン全体に影響を及ぼしている。 
・ 事前評価におけるデータを用いたマネジメントの推進については、活動として含まれ

ていないが、現在もデータ整備の必要性は高い（例：卒業率、休学・退学状況等含む）。 
・ PDM の記載内容について、「誰が何をいつまでにどうするのか」という具体性に不明
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な点があること、また、和訳と英訳の整合性も問題があることが、プロジェクト活動

の不明瞭さ（特に成果 3）に影響した可能性がある。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
・ も大きな問題は機材調達の遅れである。その背景には、連絡体制の不備に起因する

手続き上の遅延と、研究機材調達に係る根本的な課題に起因するものとがある。機材

調達の問題が研究活動の進捗とその質に大きな影響を及ぼしており、また、そのフォ

ローのために、プロジェクト専門家がかなりの労力を割かねばならない状況も生まれ

ているなど、効率性・有効性を阻害する要因となっている。 
・ キャリア・レジーム（キャリア規程）によれば、各教員は 大 3 科目を担当すること

になっている。しかし、修士号取得教員は講義（理論）を担当することができるが、

学科によっては修士号取得教員数が不足しているため、教員間における労働負荷のギ

ャップが生じている。 
・ キャリア・レジーム（キャリア規程）による待遇改善があり、修士保持者を優遇した

が、学士保持者に対する待遇がほとんど改善されず、不満をもつ教員が出てきたこと

が挙げられる。外部条件である「学則の下で新たに定められる工学部の組織規程によ

って、教職員の人数、業務内容、待遇等に負の影響がもたらされないこと」に影響が

出ている。 
・ UNTL の ITS に対する支払い問題（支払いの滞り）により、ITS 教員による集中講義

が中止されたままになっている。 
・ 休校日が多すぎること及び教員の勤務日数と時間が短いことが挙げられる。 

 
上記に加え、以下の点も影響を及ぼす可能性がある。 

・ 工学部内の情報共有については、引き続き課題であり、効果的なコミュニケーション

システムが構築されていない。 
・ カリキュラムは公用語のポルトガル語で作成されており、2012 年から教育言語はポル

トガル語またはテトゥン語を使うことになっているが、一部にはインドネシア語や英

語が使われ、言語は混乱した状態になっている。ポルトガル語能力が十分でない学

生・教員も多いなど、教授言語は教育の質の観点から問題のあるケースが少なくない

とみられる。 
・ 本邦長期研修（前フェーズでの投入）を受講した教員 2 名、並びにインドネシアで修

士号を取得して帰国した教員が退職（FDC の委員長を任命した人物）した。 
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第５章 結論及び提言 
 
５－１ 結 論 

プロジェクトはおおむね堅実に進捗していると判断される。プロジェクトは、東ティモール並

びに UNTL の政策・ニーズに整合しており、3 学科、4 年制学士プログラムを対象とし、教育、

研究、学部運営の 3 つの観点から工学部の能力強化を図るアプローチは適切であり、妥当性は高

い。他方、いくつかの課題が存在する。まず、当初目的を達成するためには、プロジェクト期間

の延長を検討することが適切である。ほかにも、ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）、
機材調達、4 年制学士プログラムの卒業研究指導、成果 3 に係る活動全般の面でも課題が存在す

る。加えて、PDM は関係者全員で詳細に見直しを行い修正する必要がある。これら主な課題と提

言については、次の項で詳細に説明する。 
 
５－２ 提 言 

プロジェクト実施期間終了までにプロジェクト目標を達成するために、今後の活動において以

下を提言する。 
 
（1）ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）の運営強化 

教育の質を向上させるために、ファカルティ・ディベロップメント委員会（FDC）は非常

に重要な役割をもつ。FDC をしっかり機能させることで、教育の内容や方法を改善していく

体系的な仕組みが整い、2030 年に向けた大学改善計画の土台が整うといえる。そのためにも、

2011 年に設立された工学部の FDC 運営面を強化していく必要がある。 
 
（2）全教員に対する研究活動の促進 

国の中核を担う国立大学の工学部として、すべての教員が自らの専門性に沿った研究活動

に励む必要がある。研究活動は教育の質の向上につながるほか、教員自身のキャリアアップ

にも通じる重要な活動である。 
 
（3）年間活動計画に基づいた学部・学科の定期ミーティングの実施 

最新の情報をスタッフ間で共有し、円滑なマネジメントを進めていくために、定期的なミ

ーティング、意見交換・集約の実施が重要である。 
 
（4）長期的視野に基づく教員育成の実施 

UNTL の教員として、海外に留学して修士号や博士号を取得することは、同大学の基盤強

化において極めて重要である。長期的視野と人材育成計画に基づき、教員を育成していく必

要がある。 
 
（5）工学部全体を視野に入れたビジョン・ミッションの策定 

より魅力的で国際的な学部をつくるためには、地域に根付いた、ユニークで個性的なビジ

ョンとミッションが必要である。そのビジョンやミッションの下で、大学の教育や研究を進

めていくことを期待したい。  
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（6）キャンパス環境の改善 
キャンパスの環境は年々改善されつつあるが、まだ改善の余地があり、大学の教員や生徒

からは以下の点について改善要望があった。 
    

・ 施設の修繕（屋根、天井、トイレなど） 
・ 大学の基本的インフラ（水、下水、電気など） 
・ インターネット回線 
・ 教室、教員室、学生寮 
・ 日々の清掃活動 
・ 機材の整備 
・ ディリからヘラキャンパスへの交通手段 
・ 参考書籍 
・ 大学のホームページ、パンフレット、セミナーなどの広報ツール 
・ 音楽やスポーツなどのアクティビティ 

 
（7）4 年制学士プログラムへの移行に基づく PDM の見直しと対応策の実施 

先述のとおり、このままいくと 4 年制学士プログラムの卒業研究がプロジェクトの終了後

の実施となるため、PDM 上では目標の達成が不可能となる。そのため、プロジェクト期間の

延長をはじめとした、現行 PDM を実現するための対応策を検討し、学科ごとの活動内容と

目標指標を見直す検討が必要である。 
 



付 属 資 料 

 

１．署名済ミニッツ（含む合同評価報告書・Annex） 
 
２．署名済ミニッツ（2013年4月5日JCC署名版） 
 
３．評価グリッド（和） 
 
４．カリキュラム・シラバスサンプル 
 
５．教員アンケート質問票 
 
６．Operation Plan FoEST-UNTL 2013-2017  
 
７．授業評価質問項目 

 
８．工学部の現状（2013年4月2日学部長プレゼンテーション資料） 
 
９．活動進捗リスト 
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